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建築家、建築構造技術者など免震建築の関係者対象の技術書。
Q＆A方式で、免震建築全般にわたり、免震の基本から計画・設計・施工・維持管理など
幅広く解説 【A5版・200頁】

免震構造の施工に関する標準を示すもので免震部建築施工管理技術者必携のもの
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「免震告示（免震建物の構造方法に関する安全上必要な技術的基準（平成12年建設省告示
第2009号））」に関する解説書

【A4版・216頁】

主に戸建て免震住宅に関して平成16年国土交通省告示第1160号により改正された「免震
告示」の解説書

【A4版・195頁】

既存の主としてRC造建築の免震構法・制震構法を用いて耐震改修する際の手引書
【A4版・129頁】

各国の技術基準比較と設計・解析方法などの紹介、免震建物の地震応答観測結果、装置の
紹介、各国の設計例データシートなどが示されている。（英語版）

【B5版・397頁】

*1 協会の販売は2006年5月～　　　*2 協会の販売は2006年10月～

協会編集書籍のご案内（他社出版）
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1巻頭言

巻 頭 言

「三八豪雪」のことを聞いたのは30年ほど前のことで

あったであろうか。1963年（昭和38年）1月から2月にか

けて新潟県から京都府北部の日本海側を襲った豪雪

は、長岡市で318cmの最深積雪量を記録するなど、死

者・不明者231名、全壊家屋753棟の被害をもたらすとと

もに、新潟・上野間の急行列車が106時間も遅延して物

流に甚大な影響をもたらした、というのである。ガガー

リンがウォストーク1号に搭乗して世界初の大気圏外飛

行をし、「地球は青い！」と名文句を発したのは1961年

のことである。有人人工衛星が飛ぶ時代に、豪雪で

231名もの犠牲者の生じることが呑み込めなかった。

それから18年後、1980年12月から翌年（昭和56年）2

月にかけて、日本海側から東北地方の各地を襲った「五

六豪雪」は、死者133名、全壊家屋91棟の被害をもたら

したうえ、宮城県・福島県では送電鉄塔が多数折損し、

為に仙台・郡山などでは長時間停電して、都市機能が

麻痺した。アポロ11号で人類が初めて月面に着陸した

のは1969年、気象衛星「ひまわり」が打ち上げられたの

は1977年のことである。人間が月面に遊ぶ時代に、そ

して気象衛星が雲よりだいぶ高いところから地球上の

広い範囲を常時見張ることのできる時代に、豪雪によ

る133名の死者である。そして、2006年冬期の「平成18

年豪雪」では151名の犠牲者が生じた。

直前予知が難しい地震であれば、突然襲ってくるの

であるからいざ知らず、豪雪については相当の予報情

報があり、しかも台風の如く高速で襲来するものでもな

いのであれば、事前の対策はさして困難ではない筈で

はないか。…と考えたのは筆者の素人判断であった。

「五六豪雪」の調査報告（日本建築学会）によれば、構

造的被害としては雪下ろしによる雪荷重低減が有効に

行われていなかったことが一因ではあるが、建物崩壊

による豪雪犠牲者は稀であったのであり、むしろ雪

崩・滑落によるものや、雪下ろし時の落下による場合が

多かったと指摘されている。そこで2006年の犠牲者

151名であるが、65%に相当する98名は高齢者であった

高齢化社会と高層免震建物と

長橋純男千葉工業大学

こと、屋根の雪下ろし等の除雪作業中の死者が112名

を占めたことが報告されている。高齢化社会が犠牲者

の背景となっていることを示唆したものと言えよう。

では、近年に発生した地震災害の場合はどうであろ

うか。1978年宮城県沖地震では、宮城県における死者

27名のうち18名はブロック塀・石塀・門柱・記念碑の

転倒による圧死者であったが、年齢別でみると61歳以

上が12名、9名が10歳以下の子供たちであった。1995

年兵庫県南部地震では、死亡者率の高い神戸市内の

沿岸6区と芦屋市・西宮市の何れにおいても、65歳以

上の年齢層の死亡者率が他のそれに比し概ね5～10倍

も高く、何れの各市区においても半数前後の死亡者が

65歳以上であった。また、2004年新潟県中越地震では

65名の死者が発生したが、震災直接死18名のうち15歳

未満と75歳以上がともに6名ずつの計12名と、著しく偏

在していることが報告されている。

副題に“真の「安全・安心大国」を目指して”とうたっ

た『国土交通白書2006』は、2004年に続発した台風、集

中豪雨等に伴う水害・土砂災害による死者・不明者の

うち約60%が高齢者であったこと、2005年の台風第14

号による死者・不明者22名のうち68%が高齢者であっ

たことなど、近年の少子・高齢化のなかで、高齢者を

始めとする災害時要援護者が自然災害により被災する

事例が多発していることを指摘している。年金、就業、

医療・介護・福祉、一人暮らし、はては高齢ドライバー

など、高齢化社会にまつわる課題は山積なのであるが、

災害時における高齢者の被災回避能力や避難行動・避

難生活、生活再建等の問題も深刻さを増している。

『平成19年版/高齢社会白書』によれば、65歳以上の

日本の高齢者人口割合は2006年10月現在で21%である

が、2025年には30%、2055年には40%と、半世紀後に

は2.5人に一人が65歳以上の高齢者となる社会（75歳以

上人口割合でも26%）が到来すると推計されている。こ

の様な長寿命・高齢化の進むなかにあって、「都心回

帰」の社会現象が指摘されている。かつての高度成長



期、地価高騰の都心部からニュータウンや郊外に移動

した人口が、バブル崩壊後の地価下落で増加した、利

便性の高い都心マンションに“回帰”した、特に子育て

を終えた年輩の世代が、子供や孫とのより多くの触れ

合いの便を求めて都心に移り住むケースも多くなって

いるというのである。

この都心マンションであるが、数年来、高層マンショ

ンの建設ラッシュであり、免震構造で設計される高層

マンションも増加の一途である。『MENSHIN』No.58巻

末のリストによれば、地上50階建共同住宅（軒高168.5m、

大阪市）をはじめとする軒高100mを超える高層建物13

件（2000.10～2007.4認定）の多くは共同住宅である。

言うまでもなく、積層ゴムアイソレータを用いた免震建

物は、アイソレータに建物重量が圧縮荷重として作用して

いることが前提の構造物である。1983年に八千代台免

震住宅が竣工して3年後、1986年に日本建築学会に「免

震構造小委員会」が設置され、免震建物の設計に関わ

る基本的な考え方が議論されたのであるが、当時の議

論においては、「当面は原則として第3種地盤には建設し

ないこと」と合わせて、「アイソレータには引き抜きを生じ

させないこと」が前提とされていたと記憶している。そ

して、1995年兵庫県南部地震以前、免震建物の設計・施

工の実績がまだ少なかった頃（1985～1994年度の10年間

に日本建築センターが構造評定を完了した免震建物は82

件）は、多くの設計においてこれらの基本的な考え方が

大方の設計者によって配慮され、「レベル2」の設計用入

力地震動に対する設計クライテリアとしても、アイソレータ

には引き抜きを生じさせないことが一般的であった。

しかしながら、兵庫県南部地震以降、免震構造の設

計・施工物件が急速に増大するとともに事情は著しく変

わり、第3種地盤における建設も少なからず実施され、

更には、取り分け2000年建築基準法改正後にあっては、

引き抜きを許容する設計もみられるようになった。日本

建築学会『免震構造設計指針』第3版（2001改定）の第Ⅱ

編5章5.5節「時刻歴応答解析による応答予測」における

引き抜き関連の記載（p.96）が、初版（1989）及び第2版

（1993改定）の該当箇所に比してだいぶ趣が変わってい

ることは、この辺の事情を反映したものと思われる。そ

こで、2000年建築基準法改正後における「極めて稀に

発生する地震動」入力に対しては、「1N/mm2」までの引

張面圧を許容する傾向が一般的になってきたのである。

従来の耐震設計においては、（イ）上下動の最大加速

度振幅は水平動の1/2程度であり、（ロ）地盤－建物の動

的相互作用効果により建物への入力加速度は減衰する、

（ハ）上下動の加速度時刻歴の主要動部は水平動のそ

れに対して位相差がある、とみなされてきた。そこで、

免震建物の設計における強震動上下成分の設定には、

（1）静的に鉛直震度0.30～0.35を付加する、（2）水平動

スペクトルに「上下動成分係数」を乗じて作成した上下

動時刻歴による応答量を水平動による付加軸力にSRSS

で加算する、（3）既往観測波上下動による応答量を水平

動による付加軸力に時刻歴で加算する、等が一般的で

ある。しかしながら、特に直下地震を想定する場合に

は、上記（イ）～（ハ）の仮定や、（1）、（2）の方法による安

全性の検討が、実現象・実挙動に近い適切なものであ

るのか、観測記録に基づいた検証が必要である。

たとえば、上下動と水平動の応答スペクトル比として

T＝0.1秒前後で0.80～0.85程度の値が一般的に用いら

れているが、地表あるいは建物最下層床位置で観測さ

れた強震動記録には、上下動成分のスペクトル値が水

平動のそれより大きな強震動が少なくなく、免震建物の

鉛直方向1次固有周期帯域であるT＝0.1～0.2秒でSa＝

1.5～2.0G（h＝5％）の大きなスペクトル値を示す強震動

も国内外において少なからず観測されている。さらに筆

者らは、強震動水平・上下3成分同時入力による高層免

震建物（アスペクト比H/B＝3、4）の立体骨組振動系モデ

ルによる応答解析によって、（1）多くの免震設計におい

て耐震性能目標とされる引張面圧σt＝1N/mm2を超え

る応答量をアイソレータに作用させる強震動が、直下地

震ばかりではなく、プレート間巨大地震の強震記録をも

含めて少なからず存在すること、（2）アイソレータに引き

抜きを生じさせる強震動は、また耐力及び剛性の大きい

圧縮側に対しても、限界圧縮強度を超える程の大きな

圧縮応力が生じる可能性のあることを確認している。

アスペクト比の大きな高層免震建物の設計では、もち

ろん種々の引き抜き対策が講じられているときく。それ

はそれとして、引き抜きに対する安全性の検証に用い

る上下動の強さの想定が、いささか過小評価気味なの

ではないかと、筆者は危惧しているのである。

白川静『字通』によれば、「高」は神明のことに関して

用いるのが原義の由、「高」のもつ「とうとい」「うやまう」

などと関わる「上位」の意味が「高齢」（senior citizen）に

はある。最近では、アスペクト比が6を超えるような高

層免震マンションも建設される時世である。都市景観

に物議を醸しかねない「高層」ではなく、地震時安全性

について高い信頼性を得られるような「高層免震マンシ

ョン」のあり方が可能であれば、と願う次第である。
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3新年のご挨拶

会員の皆様、新年明けましておめでとうございま
す。皆様方にはお健やかな新年をお迎えになられた
ことをお慶び申し上げます。
昨年は建築界にとって大きな出来事がありました。

その一つが建築基準法の一部改正と、もう一つが新
潟県中越沖地震です。耐震偽装問題に端を発した建
築生産システムの見直しに伴い昨年6月に建築基準法
が一部改正されました。その結果生じた建築確認の
滞りから建築着工面積が一昨年同時期（7－11月）に比
較して約30%の減少となり、建築産業界は非常に大き
な影響を受けましたが、このことが、GDPを0.8%下
押しするなどの日本の経済に負の効果を生じさせま
した。さらに構造計算適合性判定機関での構造計算
書の審査や、些末な設計変更の手続きのありかたな
どに対する不満が設計者から出ており、今のシステ
ムが設計者に無理無く受け入れられスムースに運用
されるまでにはまだまだ時間がかかりそうです。免
震構造もこの改正に伴い大きな影響を受けました。
2005年末改定された免震告示により、戸建免震住宅
等の設計がやりやすくなり、低層で比較的整形な免
震建物が今後急激に増えていくことが期待されてい
ましたが、昨年の限界耐力計算法の告示の改正に伴
い地盤増幅係数Gsを求める際の地盤調査について非
常な厳密さが要求されることになったため、告示の
方法で免震建物を設計することが困難になりました。
無論時刻歴応答解析を行えば可能ですが、小規模建
築にまで時刻歴応答解析を期待することは出来ませ
ん。地震防災の観点からも戸建て免震住宅の普及は
重要課題でもありますので、協会では免震告示の方
法が従前と同じように適用できるようにJSCAとも共
同してGsについて検討と提案をすべく研究会を発足
させました。その成果をもってなるべく早期に国土
交通省と折衝する予定です。
7月16日には新潟県中越沖地震が発生し、柏崎刈羽

の原子力発電所が大きな影響を受けました。特に緊急
対策室が一時機能しなくなり、情報等の伝達に支障が
生じたことで周辺住民が大きな不安に見舞われまし
た。原子力施設そのものも含めて免震構造の適用が話
題になり、緊急対策室などには免震構造の導入が具体

新年のご挨拶

西川孝夫日本免震構造協会　会長

的に検討されているようです。協会としては重要構
造物に免震構造を適用することの必要性をさらに広
報していくことが必要であると思っています。
このような状況のなかで、免震構造そのものの発展

は順調で共同住宅等への適用は着実に増えています。
当協会の行っている免震建物に対する性能評価業務も
非常に順調ですが、それを継続するにあたって本年度
以降の法人の見直しに関連した構成会員比率の問題や
公益法人への移行に伴う会計制度の変更の問題等いく
つかの困難な課題を抱えることとなりました。現在そ
れらの課題を解決するために企画委員会等で鋭意取り
組んでいますが、今後会員の皆様方にご協力をお願い
する場面もあるかとは思いますが、その際にはぜひ宜
しく御協力の程お願い申し上げます。
昨今話題になっている海溝型の巨大地震に伴う長

周期地震動に対する免震構造物の挙動の解明、免震
建物の耐風設計、ダンパーの多数回の繰り返しに対
する性能の問題等についても現在研究途上の課題で
す。火災に対する免震部材の性能維持の問題も未解
決な面が残っています。当協会ではそれら技術的問
題解決にも鋭意取り組んでいます。
日本免震構造協会も、会員数（2008年1月7日現在）、

第一種正会員108社、第二種正会員177名、賛助会員
71社、特別会員6団体、免震普及会会員130名と順調
に推移しています。当協会で実施している資格制度、
免震部施工管理技術者試験への応募、点検技術者試
験への応募も順調で、免震部施工管理技術者の有資
格者は1,830名、点検技術者の有資格者は750名に達
しています。ここ数年コンスタントに受験者が集ま
り、当協会が目的とする健全な免震構造物の普及に
貢献していただいています。さらに、免震構造の技
術のみならず、適切な免震構造の普及においても国
際的な貢献ができればと考えているところです。こ
れらの活動は当協会に参加される会員の皆様の積極
的なご協力、御参画あって実のなるものですので、
本年も皆様の絶大なるご支援とご協力をお願いする
次第です。最後になりましたが、建築界とりわけ免
震構造にかかわるすべての皆様にとって、今年がよ
い年となりますよう祈念いたします。
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1 はじめに
石巻消防署はPFI事業として計画され、代表企業

が中心となって運営組織（SPC）を結成し20年間の維

持管理・運営業務を継続的かつ安定的に行う事業と

して計画されている。

石巻消防署は石巻市内を流れる旧北上川沿いに位

置し、宮城県沖地震をはじめとするあらゆる災害に

迅速に対処し、かつ充分な受援体制が確保出来る

「石巻広域圏の安全・安心のシンボル」また、高度情

報化社会に対応した地域防災の活動拠点、地域住民

に開かれた防災情報発信基地としての消防行政機能

を満足出来る「明るく緑あふれるセイフティステー

ション」を目指して計画されている。

2 建築概要
建築名称：石巻地区広域行政事務組合消防本部

（石巻消防署併設）庁舎移転整備事業庁舎棟

建築場所：宮城県石巻市大橋1丁目1番1

用　　途：消防署

建 築 主：株式会社　PFI石巻

設 計 者：株式会社　関・空間設計

株式会社　織本構造設計

監 理 者：株式会社　関・空間設計

株式会社　織本構造設計

施 工 者：若築・佐藤・遠藤JV

建築面積：2,637.65m2（庁舎部分：1,154.83m2）

延べ面積：4,697.76m2（庁舎部分：2,988.25m2）

階　　数：庁舎　地上3階、塔屋1階

軒　　高：14.06m

最高高さ：39.56m（電波塔含む）

基礎形式：杭基礎（SC杭＋節付き杭）

免震材料：鉛プラグ入り積層ゴム支承（6基）

天然積層ゴム支承 （6基）

弾性すべり支承 （8基）

オイルダンパー （6基）

免 震 建 築 紹 介

石巻地区広域行政事務組合消防本部（石巻消防署併設）
庁舎移転整備事業 庁舎棟

図1 外観パース

飯田 正敏
織本構造設計



3 構造概要
本建物は、石巻消防署事務室、消防本部事務室、

通信事務室、会議室および仮眠室を含む地上3階建

ての建物であり、宮城県沖地震やその他の災害に対

し、防災活動拠点として消防署の機能維持を確保す

るために免震構造として計画する。屋上には高さ

25mの通信鉄塔が計画されている。

階高は1階が4.86m、基準階が4.40mで軒高は

14.06mになっている。スパンはX方向が7.56m×5ス

パンに左右3.55mの張り出しが付き44.9m、Y方向は

11mと10mの2スパンで21.0mとなっている。

建物の構造種別は、鉄筋コンクリート構造とし、

地上3階建ての耐震壁付きラーメン構造ある。建物

躯体は、極めて稀に発生する地震動（60cm/s程度）

に対して許容応力度以内とする。また、雑壁・袖壁

などを極力残して建物剛性を確保することにより上

層部の応答加速度の低減をはかり、事務室の床応答

加速度を250（cm/s2）程度に抑えるように計画する。

建設地の石巻平野は、旧北上川河口一帯の標高数

m以内の海岸平野で、第四紀の海退によって堆積し

た土砂が、その後の海退によって陸化したものであ

る。地盤は、地表面より約11.5m付近まで比較的N

値が高い粘土層や砂質土層となっているが11.5m以

5免震建築紹介

深から43mまでは非常に柔らかい粘土層となってい

る。表層の一部で液状化の可能性があるため静的締

め固め砂杭工法による地盤改良をおこない、建物支

持はGL-58付近の砂層（N値30程度）を床付け位置と

した杭基礎（既製コンクリート節付き杭）とする。

基礎梁は、掘削残土の低減のためにマットスラブ

形式とする。

4 免震層の設計方針
免震装置は、天然ゴム系積層ゴム支承、鉛プラグ

入り積層ゴム支承、弾性すべり支承およびオイルダ

ンパーの組み合わせとした。

積層ゴムは700×700と750×750の角型積層ゴムを

用い、常時面圧は10N/mm2程度で設定する。免震層

の周期を長くする為に弾性すべり支承（μ＝0.01）を

採用した。

図2 平面図

図3 立面図

図5 免震支承の配置図

図4 想定断層図
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設計上の応答変位は40cm程度と考えているが、

予想外な変形に対しても追従出来るように免層およ

び仕上げ・設備の最大可動範囲は60cmとしている。

また、地震時の変形を抑えるためと風ゆれなどの

低速度域のゆれに対しても減衰効果を効せるように

バイリニア型のオイルダンパーを配置している。

免震部材は、免震層での偏心を各歪み領域で極力

低減するように配置する。オイルダンパーは予想外

なねじれを抑える効果も期待出来ることから外周付

近に均等に配置している。

建物及び免震装置の耐震性能目標を表1に示す。

5 地震応答解析
1）解析モデル

振動解析モデルは、上部構造3質点に免震層1質点

および塔屋4質点を含む8質点モデルとし、基礎下端

を固定（入力位置）の等価せん断型モデルとする。上

部構造の各層の復元力特性は静的荷重増分解析結果

をもとに、Degrading Tri-Linear型（武田モデル、γ＝

0.4）にモデル化する。鉄塔は弾性とする。

免震層は天然積層ゴム支承、鉛プラグ入り積層ゴ

ム支承、弾性すべり支承及びオイルダンパーを4本

並列に配置する。鉛プラグ入り積層ゴム支承は修正

バイリニアでモデル化をする。なお、天然積層ゴム

支承は弾性バネとする。オイルダンパーは速度依存

型のバイリニアとする。

減衰は、鉄塔を除く建物の1次振動数に対して3％

の瞬間剛性比例型減衰とした。また免震装置の減衰

は履歴減衰のみとする。鉄塔については減衰を考慮

しない。

2）入力地震動

この建物の付近は、過去にもかなりの地震が発生

しており、近年でも直下型に近い宮城県北部地震

（2003年7月）、近海の海洋型地震である宮城県沖地

震（2005年8月）と震度6クラスの地震を経験している。

そこで設計に用いる地震動は、先に述べた宮城県北

部地震（2003年）と宮城県沖地震（2005）および八戸

（1968）の3つの位相を用いて告示波を作成する。ま

た、建設地の地盤が軟弱であることから既往の地震

波を30cm/s、60cm/sに増幅して検討する。

図6 鉛プラグ入り積層ゴム支承

図7 弾性すべり支承およびオイルダンパー基礎

図8 解析モデル及び復元力特性

表1 耐震性能目標



6 おわりに
本建物は、宮城県沖地震が懸念される石巻市に計

画される消防署であることから、大地震時の災害復

旧拠点としての機能維持のために免震工法が採用さ

れた。しかし3種地盤で液状化の可能性もあり、表

層から43m付近までの地盤が非常に軟弱であったた

め、建物規模に対して杭基礎および免震装置がかな

りコストアップ要因となった。

また、地盤の影響による上部構造の応答を抑える

ために免震層の長周期化を図る必要があり、低摩擦

の弾性すべり支承で長周期化を図り、オイルダンパー

を併用して変形をおさえる計画とした。免震工法を

採用することにより上部構造は極めて稀に発生する

地震動に対しても許容応力度以内、層間変形角も

1/376以下、最大加速度も243cm/s2（居室階では

180cm/s2）以下となっている。

上記のことから本建物は懸念されている宮城県沖

地震およびその他の大地震に対して充分な機能を発

揮出来ると判断している。

7免震建築紹介

3）応答解析結果

固有値解析結果より得られた基礎固定時の建物の

1次周期及び免震層のそれぞれの変形時の免震層を

含めた建物全体の1次周期を示す。

図9 立体モデルの固有周期

図10 最大応答結果（X方向標準状態）

表4 極めて稀に発生する地震動時の最大応答結果一覧表2 採用地震波一覧
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1 はじめに
新潟市民病院は、地域の中核を担う病院として、

JR新潟駅の南方約5kmの鳥屋野潟公園に面した敷地

に移転新築される660床の総合病院である。本病院

は、「災害拠点病院としての機能」を大きな目標の一

つとしており、免震構造を採用することにより高い

耐震性を確保している。また、災害時の総合的な機

能維持をはかるため、免震化された建物内部に各種

設備系を駆動するための自家発電機を設置し、上水、

雑用水、医療ガス（液酸・液窒素）の各種タンクを備

えている。

本稿では、建物の計画概要および構造設計の概要

を紹介する。

2 建築概要
建物概要

建 物 名 称：新潟市民病院

用　　　途：病院

建 築 場 所：新潟市中央区鐘木463-7

建　築　主：新潟市長　篠田　昭

設計・監理：株式会社伊藤喜三郎建築研究所

建 築 施 工：戸田・第一・田中・櫛谷・廣瀬・

佐藤企業特定共同企業体

敷 地 面 積：79,999.98m2

建 築 面 積：11,123.48m2

延 床 面 積：49,681.47m2

階　　　数：地上11階　塔屋1階

軒　　　高：49.375m

最高部高さ：50.500m

構 造 種 別：免震構造、鉄骨造（CFT柱+S梁）

架 構 形 式：ラーメン構造

基 礎 構 造：場所打ちコンクリート杭（アースド

リル拡底工法）

本病院の構成は、1階が外来及び救急外来他、2階

は周産期母子医療センター及び外来、3階は将来の

医療事情の変化によるレイアウト変更や設備の更新

に柔軟に対応するための設備階を配置し、4階から

救命救急と循環器・脳卒中センター、5階は病棟及

びリハビリ、6階から10階が病棟、11階は機械室と

なっている。また、エネルギーセンターは病院棟と

階高が異なることから、1階柱から病院棟と構造的

に切り離して構成している。

3 構造計画概要
本建物の3階状図を図3、基準階伏図を図4、軸組図

を図5に示す。病院本館の建物平面は、約130m×65mの

ほぼ矩形をしているが、低層の診療部の北側に高層の

病棟が偏心して配置している。病棟は4つの円を花弁

免 震 建 築 紹 介

新潟市民病院

図2 外観写真２

図1 外観写真１

鈴木 正英
伊藤喜三郎建築研究所

中村 雅俊
同



状に並べた特徴的な平面で構成している。このような

偏心の大きな平面の建物の場合、耐震構造であれば

病棟と診療棟の間にエキスパンションジョイントを設け

構造的に切り離して設計を行うのが一般的であるが、

本建物は免震層においてねじれが小さくなるように免震

部材配置を工夫し、ねじれ応答が小さくなるように設計

を行い、一体の建物として設計を行った。

免震部材は、支承材として天然ゴム系積層ゴム支

承122基と弾性すべり支承56基、減衰部材としてオ

イルダンパ－90基を用いた。天然ゴム系積層ゴム支

承は、軸力に応じて850φ～1200φを使い分け建物

外周部に配置した。低層部分の軸力変動の小さな内

柱直下には、免震層の長周期化と偏心調整を目的に

600φ～800φの弾性すべり支承を配置した。積層ゴ

ムと弾性すべり支承の全体比率は、免震層の周期を

5秒程度にすることを目標に積層ゴム65％、弾性す

べり35％の比率とした。

基礎形式は、GL-32m以深の海成砂層に支持を取

る杭基礎とした。基礎の形状は施工性と経済性を考

慮してマットスラブ（厚さ1,500）とした。また、GL-

6～8mの砂層が地表面加速度350galで液状化のおそ

れがあるため、砂杭による静的締め固め工法による

液状化対策を、建物直下およびその周囲、インフラ

の導入経路部分、緊急車輌の車路に行った。

9免震建築紹介

4 設計方針
本建物の耐震設計性能目標は、極めて稀に発生

する地震動に対して、上部構造の各部材は許容応力

度以下、層間変形角は1/200以下とし、免震部材は

変形60cm以下せん断歪300％以下とし、下部構造は

許容応力度以下とした。これらの詳細を表1に示す。

5 地震応答解析概要
5.1 設計用入力地震動概要

入力地震動は、観測波3波（EL CENTRO 1940NS、

TAFT 1952EW、HACHINOHE 1968EW）と、告示波3波

（八戸位相、JMA神戸位相、一様乱数位相）に加え、

サイト波として月岡－櫛形断層の特性化震源モデル

を用いて、統計的グリーン関数法により作成した模

擬波の計7波を解析に用いた。

図3 3階伏図

図4 基準階伏図

図5 軸組図

図6 砂杭による地盤改良工事の様子

表1 設計目標性能
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5.2 立体振動モデルの概要

本建物は、免震層の偏心を極力小さくなる様に免

震部材を配置しているが、免震層の平面形状が約

130m×約114mと大きいことと、エネルギーセンター

部分が、1階から上部の部分が病院部分から独立して

いるため、高層の病棟部分と低層の診療棟部分と1階

から独立したエネルギーセンター部分の3棟を棟ごと

に解析を行い等価せん断棒に置換し、病棟と診療棟

部分は床剛性を評価して接続した。各等価せん断棒

の設定は、別途荷重漸増弾塑性解析を行って得られ

た層せん断力－層間変形角（Q－δ）曲線によりTri-

linearモデルに近似した。上部構造モデルには1階床

位置で固定とした場合の弾性1次振動数に対して減衰

定数2％の内部粘性減衰を用いた。免震層は支承材の

積層ゴムと弾性すべり支承はマルチスプリングに置換

し、オイルダンパーはダッシュポットに置換した。

地盤ばねは、杭と地盤の動的相互作用を表すスウェイ

ロッキングばねに置換した。これらの要素を連結した

20質点立体モデルを用いて地震応答解析を行った。

極めて稀に発生する地震動の入力時（レベル2時）の

応答解析結果を図9と図10に示す。標準状態における

免震層の最大変位は47㎝であり、最大床応答加速度は

4階以下の診療階において183gal、建物頂部において

268galであった。その他の解析結果はいずれも耐震

性能目標を満足していることを確認した。

図7 レベル2擬似速度応答スペクトル

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図8 立体振動解析モデル

表2 採用地震波一覧



6 おわりに
本病院は、2005年2月に着工し、2007年11月に開院

した。開院前の2007年7月16日に新潟県中越沖地震

が発生し、敷地付近では震度4を記録した。その時、

本病院では開院準備が始まっており、医療機材や什

器の搬入を行っていたため多くの病院関係者の方々

が建物内で作業をされていた。建物外に居た方々が

機材搬入の手を止めて揺れが終了するのを待ってい

たのとは対照的に、建物内に居たほとんどの方は地

震があった事を御存知ではなかった。その方々は、

後に大きな地震があった事を知って、免震建物の揺

れの低減効果に驚かれたと聞いた。このようなお話

を伺うと設計者としてはほっとするが、一方で2004

年新潟県中越地震、2007年新潟県中越沖地震と短い

期間に2度の大きな地震の被害を受けた方々のこと

を思うと、常に大地震をイメージして建築・構造・

設備の総合的な耐震設計を行うことの大切さを改め

て感じる。

本病院の設計および監理に際しては、新潟市民病院

新病院建設課および新潟市建築部公共建築第1課の

皆様から多くのご指導や助言をいただきました。ま

た、施工者の皆様の熱意で無事竣工することが出来

ました。お世話になりました皆様に厚く感謝を申し

上げます。

11免震建築紹介

図9 レベル2応答解析結果（Ｘ方向）

図10 レベル2応答解析結果（Ｙ方向）

表3 地震応答結果
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1 はじめに
本建物の敷地は、銀座中央通りとマロニエ通りの

交差点に位置しており、周辺には百貨店、物販店舗、

飲食店舗、事務所などが立地している。既存建物は

昭和26年建設、昭和40年増築のSRC造、地下2階地

上8階建で、今回計画はその建替（用途は物販店舗・

事務所）である。建設するにあたり、発注者はテナ

ントの大地震時の安全性確保と機能維持を図りたい

という強い要望により、免震構造の採用を決めた。

設計にあたり、都心における免震建物として克服

すべき課題がいくつかあった。

①狭小で地価が高い敷地における、建屋有効面

積を確保するため免震クリアランスの低減

②アスペクト比が大きい建屋の浮き上がり防止

③既存地下躯体の有効利用

本稿では、都市型免震建物への取り組みとして、

これらの課題を克服しながら免震建物の性能を確保

した構造設計の概要について紹介する。

2 建物概要
建物は鉄骨造で地下1階、地上11階、塔屋1階であ

る。地下1階柱頭部と1階床梁下との間に免震装置を

設置した中間階免震構造としている。平面はL字形

で、19.2m×20.2mの矩形と8.0m×17.5mの矩形が連

なる形状となっている（図2、3参照）。南側のL字の

先端部分ではアスペクト比が7.5と大きい（一般部の

アスペクト比は約3）。階高は基準階で5.0mとなって

おり、軒高は55.95m、最高部高さは64.45mである

（図4参照）。

建 設 地：東京都中央区銀座2-7-12

建 築 主：第一三共株式会社

設 計 者：清水建設株式会社一級建築士事務所

施 工 者：清水建設株式会社

主要用途：物販店舗、事務所、飲食店舗

建築面積： 562.49m2

延床面積：5,633.92m2

階　　数：地下1階、地上11階、塔屋1階

軒　　高：設計GL＋55.95m

最高高さ：設計GL＋64.45m

構造種別：鉄骨造（柱CFT造）

基礎形式：杭基礎

免 震 建 築 紹 介

第一三共銀座ビル

図1 外観パース

辰己 佳裕
清水建設

岡本 高晴
同



3 構造計画概要
主体構造は、柱は円形鋼管・角形鋼管を用いた

CFT造、梁はS造とし、免震層より下部については

RC造として計画した。

架構形式は、上部架構はX方向・Y方向とも純ラー

メン構造とし、地下1階は両方向とも耐震壁付ラー

メン構造とした。床構造は合成デッキプレートスラ

ブ及びデッキプレート捨型枠鉄筋コンクリートスラ

ブとした。外壁はガラスカーテンウォールおよび押

出成型セメント板を使用している。平面形状がL字

形をしており、大小2つの矩形ブロックの接続部分

に階段室が存在するため、それぞれのブロックの水

平剛性を調整し建物全体のねじれを少なくするとと

もに、階段室前の床は鉄板で補強し面内せん断力を

確保している。

基礎形式は、場所打ちコンクリート杭（アースド

リル拡底工法、杭先端：GL-30.0m）とし、支持層は

粘土混り微細砂層及び硬質砂質粘土層（N値60以上）

としている。

13免震建築紹介

図2 免震装置レベル伏図 図3 基準階伏図

図4 軸組図
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4 都市型免震建物としての課題と対策
①免震クリアランスの低減

銀座地区では隣地境界ぎりぎりに建物が建てられ

ており、地震時に隣接建物が越境してくる可能性も

ある。これらも考慮に入れ、新築する免震建物と隣

地境界線の間には大きなクリアランスが必要にな

る。その結果、建屋有効面積は小さくなってしまう。

これを解消するため、免震装置の地震時水平変形を

一般の免震建物よりも小さくする必要がある。今回

は免震層にオイルダンパーを有効配置して大地震時

の建物最大変位を小さくし、免震クリアランスを

35cmとする目標で計画した。

②地震時の免震装置の浮き上がり防止

都心での建物はスレンダーなものが多い。今回は

さらに建物形状がL字形で局所的にアスペクト比が

大きい部分もある。隅柱には地震時に引張力が生じ

やすくなるが、積層ゴムに生じる引張力は1.0N/mm2

以下にする必要がある。このような隅柱の引き抜き

力を制御するため、架構形状を工夫した（図6）。

③既存建物地下躯体の有効利用

既存建物に地下がある場合、地下躯体の解体が必

要となるが、地球環境保全という点からは有効利用

が望ましい。また、既存地下躯体の撤去方法や山留

壁の仮設計画は施工計画に大きく影響する。そこで、

今回は地下1階の柱頭免震構造として、1階床下に免

震層を設けない計画とした。これにより、基礎底レ

ベルを浅くして既存建物の底盤・地下壁をできるだ

け残し、仮設材の一部として有効利用した（図7）。

5 免震装置の設計
免震装置には、鉛プラグ入り積層ゴム（G4、S

2
＝

3.00～4.55、600φ～900φ）を16台採用している（図2）。

各柱下に積層ゴム系免震装置を1台ずつ配置し、長期

面圧は15.0N/mm2以下（900φ）、短期面圧は－1.0N/mm2

以上かつ30.0N/mm2以下（900φ）としている（図8参照）。

大地震時の免震層の水平変位を小さく抑えるた

め、オイルダンパー5台（X方向3台、Y方向2台）を配

置した（図2）。

積層ゴムのひずみγ＝100％時の1次固有周期はX

方向3.49秒、Y方向3.40秒、γ＝150％時の1次固有

周期はX方向3.76秒、Y方向3.67秒である。

図5 免震クリアランスの設定
図7 既存建物地下躯体と今回建物地下の関係

図6 架構形状の工夫の一例



3）解析モデル

解析モデルとしては、免震層上部・下部構造及び

免震装置を一体とした立体骨組とした（図9）。部材

の復元力特性としては、CFT柱部材はTri-Linear型モ

デル、S柱部材・S梁部材はBi-Linear型モデルとした。

上部構造の内部粘性減衰は1次固有振動数に対する

減衰定数を1％とし、初期剛性比例型とした。また、

鉛プラグ入り積層ゴムの復元力特性は実験結果に基

づいた復元力特性モデル（菊地モデル）を使用した。

オイルダンパーの力学モデルはダッシュポットとバ

ネを直列に結合したMaxwell型とした。
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6 時刻歴応答解析
1）耐震性能目標

本建物における耐震性能目標は、各地震動の入力

レベルに対して表1のように設定した。

2）設計用入力地震動

設計用入力地震動は、既往の観測波3波（El Centro、

Taft、Hachinohe）、告示波3波とサイト波とした。

告示波（レベル2、工学的基盤面）は、告示スペク

トルに適合する『極めて稀に発生する地震動』の位

相の異なる3波（近距離、遠距離、一様乱数）とした。

これを当該敷地の解放工学的基盤面（GL-27m）へ入

力して、自由地盤非線形地震応答解析により建設地

の表層地盤による増幅を適切に考慮し、建物入力用

地震動とした。自由地盤の応答解析には当社保有プ

ログラム「LiPSS」を用いた。

サイト波は、1923年関東地震の広域強震動を統計

的グリーン関数法により評価して求め、前述の方法

で表層地盤の増幅を考慮したものとした。

図8 長期面圧一覧

図9 解析モデル図

表1 耐震性能目標

表2 設計用入力地震動一覧表



4）解析結果

レベル2地震動に対する応答解析結果（免震装置の

性能変動考慮）を図10に示す。また、45°方向の水平

方向地震動と上下動を同時入力したときの免震装置

に作用する面圧を図11に示す。

7 課題に対する検証
①免震クリアランスの低減

今回は、免震クリアンスを35.0cmと一般の免震建

物よりも小さく設定している。レベル2の地震応答

解析結果では免震層の最大応答変位は24.8cmとな

り、免震クリアンスの75％（26cm）以下という目標

値を満足している（図10）。

②地震時の免震装置の浮き上がり防止

45°方向入力＋上下動考慮時においても、免震装

置に作用する引張面圧は1.0N/mm2以下であり目標値

を満足している（図11）。

③既存建物地下躯体の有効利用

地下1階の柱頭免震構造として1階床下に免震層を

設けない計画とすることにより、既存建物地下躯体

を仮設材として有効利用している。

8 おわりに
銀座のような都心での免震建物を設計するにあた

り、困難な課題がいくつかあった。本建物はそれら

を克服し、都市型免震建物の一つの解決策を示せた

と考えている。

建物はH19年10月末に竣工し、11月末から高級宝

飾ブランドであるブルガリの店舗、事務所、レスト

ランとしてオープンしている。
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図10 地震応答解析結果（レベル2、Y方向）

図11 45°方向＋上下方向同時加力時（観測波）の免震装置面圧
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1 はじめに
エースイン松本は、松本駅前の都心型ビジネスホ

テルとして、特定行政庁による建築確認、平成設計

による設計（構造設計：姉歯建築設計事務所）で平成

13年12月に竣工した。しかし、平成17年11月国土交

通省による構造計算書偽造問題の公表後、松本市よ

り耐震強度不足（Qu/Qun＝31％）が判定され、営業を

自粛した。

そこで、建築基準法に適合した耐震安全性を確保

するための最適な補強工法として、1階柱頭部に免震

支承を配置する中間階免震化補強を採用し、耐震偽

装建物の再生改修計画としては初めて国土交通省大

臣認定を取得した。また、補強工事と併せて内・外

装リニューアルも行うことで、耐震偽造問題という

暗いイメージを一新し、営業自粛から約1年を経て平

成18年11月より営業を再開している。

2 建物概要
【建物名称】エースイン松本

【所 在 地】長野県松本市深志1-704

【建 築 主】東洋観光事業　株式会社

【建物用途】ホテル

【建物規模】地上11階　塔屋1階

【建築面積】 335.71m2

【延床面積】3,038.87m2

【改修工事】2006.06着工～2006.11竣工

免 震 建 築 紹 介

エースイン松本免震化補強

図2 断面図

図1 基準階平面図

写真1 建物外観（改修後）

廣重 隆明
竹中工務店

岩間 和博
同
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3 構造補強計画概要
3.1 既存建物の問題点

既存建物の原設計時の構造計算書を確認したとこ

ろ、大きく2点の偽装がなされていた。

偽装①　部材断面設計において、設計用地震時応力

が低減（47～82%）されていた。

偽装②　架構応力解析において、1スパン架構である

梁間方向の2階より上部に配置された連層耐

震壁開口部（廊下部分）境界梁を適切に評価

したモデル化が行われていない。

3.2 補強計画概要

建築主からの要求条件は、「早期営業再開」と「宿

泊者数の確保」であった。即ち、既存建物の構造上

の問題点に対して、合理的な補強工法を適用し、補

強箇所数を最小限に抑えることが求められた。そこ

で、補強設計方針を次に示す2点に絞込んだ。

方針①　1階柱上部に免震ゴムを配置し、建物の免震

構造化を図る。免震構造化により、建物に

作用する地震力を大幅に低減することで、

部材補強箇所数を最小限に抑える。

方針②　梁間方向架構については、最下階（2階）と最

上階（R階）で集中的に部材補強を行うこと

で、メガ架構化を図り、基準階境界梁の負

担を低減（無補強）すると同時に、免震上部

構造として必要な剛性と耐力を確保する。

この補強設計方針に基づく具体的な補強計画概要

図を図3に示す。特定階（1、2、R階）に補強部位を集

中的に配置し、基準階における部材補強を無くすこ

とにより、「工事期間の最小化」と「客室への影響の

最小化」を実現することができた。

図3 補強計画概要図
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3.3 免震部材の配置

免震部材には角型の鉛プラグ入り積層ゴム支承を

採用し、1階柱10本の全ての柱頭部に配置している

（図4、5）。免震層における偏心の最小化、目標免震

周期、免震層の変位制御ならびに上部構造の応答低

減等を総合的に判断し、2種類のゴム外径・ゴム層厚

をもつ免震部材を採用した。使用した鉛プラグ入り

積層ゴム支承は、外形寸法650mm、700mm、ゴム総

厚さ約200mmをそれぞれ2台、8台の計10台である。

3.4 設計用入力地震動

設計用入力地震動は、建設地域のサイスミシティ

や敷地地盤特性を考慮し、「告示波（告示スペクトル

適合波）」、「サイト波（本建物敷地に近接する「糸魚

川－静岡構造線断層帯」を地震震源と想定）」、「観測

波（標準3波）」の3種類を採用した。また、地震動の

入力レベルは、「稀に発生する地震動（レベル1）」と

「極めて稀に発生する地震動（レベル2）」の2つのレベ

ルを設定した。

3.5 時刻歴応答解析

振動解析用モデルは、1階柱頭部と2階以上の各床

位置に質量を集中させた12質点系等価せん断モデル

とした。本建物の地上構造はRC壁が多く配置されて

いるために剛性が高く、免震化補強前の固有周期

（0.50秒）と、免震化補強後の等価固有周期は約5倍

（γ＝50％：2.60秒）～約7倍（γ＝150％：3.50秒）とな

り、免震化によるモードアイソレーション効果が十

分に得られている。

時刻歴応答解析結果の例として、レベル2地震時の

変位、層せん断力係数の最大応答分布を図6に示す。

最大応答は、耐震性能目標値（表1）を満足しており、

免震化補強により十分な耐震性能を確保できること

を確認した。

図4 免震部材配置図

図5 免震部材取付詳細図

表1 耐震性能目標値

図6 最大応答変位・層せん断力係数の分布



5 おわりに
以上に示したように、構造計算書偽造問題により

違反建築物となってしまった本建物は、免震技術を

主軸とした最新・最適な技術を駆使しながら、補強

設計および補強工事を実施することにより、短期間

で、高度な耐震安全性の確保を実現することができ

た。これからも、新築建物のみではなく、既存建物

の再生・リニューアル計画に対しても、積極的に免

震技術を効果的に取り入れた魅力ある構造計画に努

めたいと考える。

最後に、本改修工事に御協力いただいた関係者各

位に、紙面を借りて御礼申し上げます。

20 MENSHIN NO.59 2008.2

4 免震化施工概要
中間階免震化工事では、柱の一部を切断・撤去し

免震ゴム支承を設置するために、柱が支持している

建物重量を上下階の梁（基礎梁と2階大梁）で一時的に

仮支持する必要がある。

ただし、前述したように2階より上部の構造架構が

若干不安定な状態であったため、部材補強（2階、R

階大梁補強、2階RC壁補強）を先行して施工した。特

に、2階大梁補強については、増打部のコンクリート

強度発現とプレストレス力を全数導入した後に免震

化工事に着手した。

免震化工事は、工事期間中の耐震安全性を確保し

ながら、柱3本を1組として、写真2に示す工事手順で

行った。

写真2 免震化工事状況

写真3 免震部材取付柱の仕上げ

写真5 デラックスダブル（2階：部材補強階）

写真4 フロントロビー（1階：免震階）
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敷地直下には都営地下鉄が横断しており、地上権

設定がされています。この設定により、地下の掘削

深さ9m（仮設材を含む）、上載荷重90kN/m2以下とす

ることが設計条件となっています。また地上部は、

住宅に囲まれた第1種中高層住宅専用地域であるこ

とから、厳しい高さ制限が課せられている地域でも

あります。

図1 建物断面

1 はじめに
今回は、第8回日本免震構造協会賞作品賞を受賞

した味の素グループ高輪研修センターを訪問しまし

た。本建物は都営地下鉄高輪台駅から徒歩5分程度

の高台にあり、味の素グループ社員研修施設と一般

開放施設の複合施設となっています。

本建物は、本誌57号（2007年8月）でも免震構造協

会賞の紹介として掲載されています。

久米設計の南部様、依田様、渡瀬様にご案内いた

だきました。出版部会からは加藤委員長、鳥居、岩

下、谷川、齊木が伺いました。

2 建物概要
本建物は味の素グループ創設者鈴木三郎助氏の旧

自邸である伝統的木造家屋の跡地に建てられ、伝統

の継承と現代的なデザインの融合を実現しながら周

辺環境と見事な調和をしています。そして地震災害

時には、グループの災害活動の中枢として機能する

ことが求められています。施設の主な構成は、地下階

に天井高を必要とする大講義室（平面16.6m×29.4m）、

研修ロビー、機械室を配置し、地上階に一般開放さ

れた展示・図書施設と研修室等を配置しています。

当時の貴重なタイル張りの塀、門などの外構を保存、

旧木造家屋の一部を会議室として復元設計し、貴重

な建築部材を内装の一部や家具として使用、また庭

園では樹木を一部保存してかつてのイメージを再現

しています。

建物内部は中央を縦断する吹抜を設けて自然光を

取り入れつつ、一般に開放された施設とグループ社

員の研修施設を動線的に巧みに制御されています。

齊木健司
三井住友建設

鳥居次夫
フジタ

岩下敬三
免震エンジニアリング

谷川友秀
昭和電線デバイステクノロジー

味の素グループ高輪研修センター
免 震 建 築 訪 問 記 ― 64

写真1 建物全景



本建物の概要を以下に示します。

建築場所：東京都港区高輪

用　　途：研修センター

敷地面積：3,228m2

建築面積：1,925m2

延床面積：6,210m2

階　　数：地上3階、地下1階

建物高さ：16.0m

構造形式：鉄骨造

基礎形式：直接基礎（マットスラブ）

設　　計：株式会社久米設計

施　　工：大成建設株式会社

工　　期：2003年11月～2004年11月

3 構造計画概要
都心住宅地における高さや面積の制約に加え、敷

地内を地下鉄シールドトンネルが横断しているとい

う極めて厳しい制約に対して、「地下鉄シールドの

安全性の検証」、「規格H鋼を用いた軽量大スパン架

構」、「プレストレスト導入マットスラブ＋フラット

スラブの組合せによる免震ピット深さの最小化」、

「免震部材の特性を活かした適所配列」などの検証

および工法を導入しています。

地下鉄に対しては、鉄骨造の採用と躯体を最小化

することで建物全体重量を90kN/m2以下に制御し、

直接基礎形式を採用しています。

基礎免震構造の免震層は地下1階の階高5.6mを確保

するために、高さを最小限に抑える計画としていま

す。マットスラブ厚は、擁壁からの応力と地下鉄から

の騒音を考慮して1mに設定し、プレストレストを導

入することで16.6mの大スパンを実現しています。

また免震ピット上部床版は、免震層を最小限に抑

えた上でメンテナンスのやりやすさを考え、無梁床

版となるフラットスラブ構造としています。フラッ

トスラブは、免震基礎をキャピタルに使用し、スラブ

厚さを300mmと薄くすることでスラブ上端からマッ

トスラブ下端までを2,550mmに縮小しています。

免震装置は、建物重量が比較的小さいため、鉛入

り積層ゴムとすべり支承および転がり支承を組み合

わせた免震システムを採用することで、長周期化を

図っています。

免震装置配置計画は、外周部に鉛入り積層ゴム20

基を配置することによりねじれ剛性を高め、中央部

の高軸力となる柱直下には、支点移動によるP－δ

効果を考慮して弾性すべり支承を23基配置していま

す。また、大スパンとなるフラットスラブについて

は、構造支点となるように上下方向に支点拘束でき

る十字型直動転がり支承を26基配置し、フラットス

ラブに発生する応力を軽減しています。

上部構造体の鉄骨架構は、経済性を向上させるた

めに全部材原則として規格材によるH鋼を採用され

ています。H鋼柱使用にあたっては、強軸をスパン

方向、弱軸を桁行き方向とし桁行方向のスパン割は

4.2mとすることで、スパン方向12mの剛性とほぼ同

一とするように設定しています。

地下1階架構外周フレームにはブレースを組み込
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図3 地下1階－免震層断面

図4 免震装置配置

図2 1階平面図
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免 震 建 築 訪 問 記 ― 64

み、1層階高分のトラス梁を構築することで、建物

剛性を確保し、免震部材の個数を減らし経済性を高

めつつ長周期化を実現されています。

地下階ロビーは擁壁からの圧迫感を解消するため

に、擁壁を利用して日本庭園池から流れる流水壁を

計画することで開放的な空間としています。

4 見学記
旧日本家屋の来賓室を復元設計した会議室をお借

りして、説明をしていただきました。会議室は当時

の貴重な部材や照明備品を保存する一方で、新たに

必要となった設備機器を、全体意匠を損なわないよ

うに検討されています。写真3にその状況を示します。

説明を受けた後に、建物内部を見学させていただ

きました。写真4は免震層の状況です。免震層を最

小化されたということでしたが、内部は非常に整然

とし、高さは低いものの窮屈さは感じられませんで

した。維持管理用にコロを準備されており、免震層

の点検の際にはフラットな通路の上を座った状態で

移動できるように配慮されています。

また、免震層に設置されたオービットでは、2005

年に千葉県北西部で発生した地震によると思われる

数ミリ動いた形跡が残っていました。

写真5は鉛入り積層ゴム、写真6は中央部に設置さ

れた弾性すべり支承です。弾性すべり支承のすべり

面には養生カバーが設置されています。

写真2 擁壁を利用した流水壁

写真4 免震層

図5 地下1階外周フレーム

写真3 建物説明状況
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写真7は地下1階の流水壁水路に面した免震層の様

子です。万が一の浸水に対して、止水壁と揚水ポン

プによる対策が実施されています。

写真8は研修施設の様子です。地階から最上階まで

つながっている吹き抜けと自然光に満ちたトップラ

イトによって、明るい開放的な空間となっています。

エントランス正面に広がる茶室を中心とした日本

庭園や、一般開放されている展示施設も見学させて

頂きました。平日でしたが何組もの来館者が展示物

を見学されていました。

写真5 鉛プラグ入り積層ゴム

写真8 研修施設の吹き抜け
写真6 弾性すべり支承

写真7 免震層と水路の状況 写真9 エントランスロビーと日本庭園
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Q：建物への地下鉄の振動や騒音の影響はありませ

んか。

A：地下1階の講義室および会議室は、浮き床によ

る防振構造としています。

Q：構造設計はどのようになっていますか。

A：告示2009号第6号による告示免震によって設計

し、時刻歴応答解析によって性能の確認も行っ

ています。

6 おわりに
閑静な都心住宅地において近隣への調和を図りな

がら、免震により軽快な構造システムによる現代的

なデザインを成立されています。今後の免震構造に、

多くの可能性を示唆した作品であることが体感でき

ました。

最後になりましたが、お忙しい中、貴重なお話を

お聞かせ頂きました、久米設計の南部様、依田様、

渡瀬様および施設の見学をご了承頂きました味の素

グループ関係者の方々に、厚く御礼申し上げます。
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5 訪問談義
訪問見学中の質疑や談義の一部を以下に示します。

Q：本建物の設計の経緯をお聞かせ下さい。

A：災害時の防災拠点として、設計条件として免震

構造の採用が求められていました。設計コンペ

時のデザインが、ほぼそのままで実施されてい

ます。

Q：基礎形式の選定で留意した点はありますか。

A：設計提案時には地下鉄シールドを避ける形式で

の杭基礎を考えましたが、杭の位置に制約が大

きいことと、地下鉄が昭和43年に開業した路線

で正確な位置が不明だったために、施工中のリ

スクを考慮して直接基礎形式を採用するように

構造を検討しました。

Q：地下鉄に対して検討を行ったのですか。

A：設計段階で施工中のシールドの浮き沈みについ

て、FEM弾性2次元や3次元地盤解析を行いまし

た。施工中は、リアルタイムで自動計測管理を

行い、現地調査とあわせて問題がないことを確

認しています。

写真10 一般展示施設

写真11 集合写真
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シリーズ「免震部材認定」ー 90
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「施工管理技術者更新講習会」基調講演　要旨
―免震建築の昨日・今日・明日―

特 別 寄 稿

日建設計 石原　直次

実例4：沖縄サーバファーム（2002年竣工）

・コールセンター＋

コンピュータセンター

・基礎免震構造（PCS）

・沖縄で始めての免震建築

・24時間365日ノンダウン

実例5：倉敷ケーブルテレビ（2006年竣工）

・地方の放送局

・基礎免震構造（RC）

・緊急放送への対応

実例6：汐留住友ビル（2004年竣工）

・下層ホテル＋上層オフィス

・中間層免震構造の採用

・大地震時の揺れを半減

・ダイナミックな吹き抜け

2 「これからの免震建築」
1983年免震建築国内第一号「八千代台免震住宅」

が完成してから25年余り経ち、研究所、病院、電

算センター、事務所、美術館など業務用施設から

集合住宅や戸建て住宅と広範囲に採用されている。

当初は「地震に対する安全性」の確保を目的とし

て採用されたが、最近になって、やっと免震建築

らしい建物や制震構造と組み合わせたダイナミッ

クな計画が登場してきた。これからの免震建築は

「安全で、地球環境を考慮した、持続可能な社会」

が求められる21世紀の時代に「地震に安全で、取

り替え可能な」免震構造と時代の最高技術を組み

1 はじめに
免震建築の「昨日・今日・明日」と題して1990

年来日建設計で関わってきた免震建築の実例と本

協会建築計画委員会でまとめた「これからの免震

建築」について紹介する。

この20年近くの間に免震構造の使用例や範囲は

各段に拡大し、使用目的も「地震に対する安全性

の追求」だけに止まらず「地震から解放された自

由な発想」を求めてダイナミックスな免震建築が

登場してきている。また、大地震での評価もあり、

世間の知名度も著しく高まった。

実例1：NC福住ビル（1991年竣工）

・小規模なデータセンター

・日建設計の免震建築第1号

・基礎免震構造（RC造）

・軟弱地盤でも高い賃料が

取れるビルがテーマ

実例2：三井住友海上千葉NTオフィス

（1994年竣工）

・大規模な複合建築

・地下あり、基礎免震構造

（SRC造）

・24時間365日ノンダウン

・神戸の震災で大きく評価

実例3：飯田橋ファーストビル（2000年竣工）

・事務所＋住宅

・事務所階：制振構造

・ 住 宅 階 ：中間免震構造

（SRC，RC造）

・住宅階の居住性のアップ
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合わせた新しいジャンルの建築を実現するため大

胆な取り組みが期待される。

躯体のスリム化による架構とフリープラン

免震建築は建物がゆっくりそして大きく動く一

方建物自体の変形は小さく、構造部材が小さくな

るなどのメリットを意匠として表現すれば様々な

デザインの可能性が生まれる。

参考例　プラダブティック青山店

免震と制震の複合化

ホテル、集合住宅などをオフィスビルの上で免

震構造とすることにより、チューニングされたマ

スダンパーとしてビル全体を制震するとともに、

ホテル、集合住宅などの居住性を高めることがで

きる。

参考例　飯田橋ファーストビル

建築形態の自由度の増大

部材の縮小による細い柱と梁の省略、RC造によ

る大スパン超高層、RCベアリングウォールによる

超高層の実現、スレンダーな建物や不整形な建物

の実現など新しい可能性を拓くことができる。

参考例　セ・パルレ中央林間

メガストラクチャー免震

参考例

山口きららドーム メガストラクチャー

免震人工地盤

人工地盤を免震構造として安全性を高め、建築

群や街区全体を免震人工地盤に乗せた街区ごと免

震や、一団地免震、病院病棟群免震、学校群免震、

アーケード商店街全体免震などへの適用が考えら

れる。

免震レトロフィト

既存の集合住宅の上に免震構造を載せ、上部に

新たな住宅を増設する方法や既存建物をジャッキ

などで持ち上げ、地下や低層階を増築する方法な

どは住みながらの工事が可能となり、移転も必要

なく、生活者の負担が立替えに比べ少なくなる。

懸ける

跨ぐ
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伸縮・増殖する建築

近い将来、平面的、断面的に伸縮する建築、梁

や柱の取り替えや柱の移動ができる建築、変化す

る建築形態など「伸縮・変化する建築」が時代の

最高技術を駆使して実現されることになると思わ

れる。なかでも、取り替え可能な免震部材によっ

て構成される免震構造は「伸縮・変化する建築」

実現に大きな役割を果たす。

おわりに

今回は夢のような話になりましたが、免震建築

の可能性の一端を紹介し、免震構造の特徴を理解

して頂ければと考えています。
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現在の記念事業委員会は西川会長、山口元会長、可児専務理事の肝煎りで、2008年に15周年を迎える本協

会の関連記念事業を司ることを目的として設けられた委員会である。2006年から数度の準備委員会を経て、

2007年6月15日に第1回の委員会を開催、発足した。ひょんなことから私が西川会長より本委員会委員長の大

任をおおせつかることになったが、副委員長には田村和夫氏、各部会の委員にもそれぞれエネルギーに充ち

た部会長及び部会員を迎えることができた。委員構成については表1をご覧いただきたい。

15周年記念事業の活動は、2008年から2009年にわたり行うものとし、10周年記念事業の経験を踏まえて、

より実質的な形で免震構造の啓蒙活動を盛り上げると共に、本協会の15周年のマイルストーンを刻む活動を

目指している。特別イベントとして国際ワークショップ、記念コンペ、市民イベント、等の実施を計画して

いる。また、免震部材の耐久性に関する技術調査や見学会など本協会の通常活動をより拡大した形で行う事

業も計画している。それぞれの活動に対応した部会（計6部会）を設け、本会の常置部会との連携を図りなが

ら活動を展開していく。以下に各部会の活動状況について報告したい。

記念調査研究部会（古橋剛部会長）では、我が国の30年におよぶ免震技術の歴史と実績を踏まえて、免震部

材の耐久性に関する技術調査に焦点をおいている。メンテナンス実態や追跡調査、材料劣化などのデータ収

集に関する研究助成について企画検討している。

市民イベント実施部会（三山剛史部会長）では、既存の各イベントや公開会場などを利用した市民イベント

や一般参加者を対象とした免震建物見学ツアーなどを検討している。また、子供や親子を対象としたクイズ

やゲームの案もあり、免震構造の啓蒙活動推進に利用することを検討している。

コンペ部会（立道郁夫部会長）では、前回10周年記念コンペが主に専門家対象であったことを踏まえ、15周

年記念として、一般、学生まで参加できる記念アイディアコンペ「免震・制振なら出来る2050年のこんな建

物,こんな町並み,こんな暮らし（仮）」を検討している。

記念国際ワークショップ部会（斉藤大樹部会長）では、特別イベントとして2009年11月頃に国際ワークショ

ップを企画し、内外の著名な専門家による情報交換及び討論を行う。さらに、そのアウトプットとしての提

言やパネルディスカッションなどの実施を計画、検討している。

広報部会（加藤晋平部会長）では、上記の国際ワークショップと同時に講演会、見学会など、本協会の通常

活動をより拡大した形で行う事業を計画している。

以上、各部会の活動と今回特別に企画される記念事業について簡単に紹介したが、これらに加え、15周年

を記念して発足させる例年事業として「優秀修士論文賞」の設立（コンペ部会）や研究助成の恒例化（記念調

査研究部会）を検討しており、協会として継続的に免震構造の研究開発を下支えしていく仕掛けを定着させ

ることも考えている。

以上のように、各部会より様々な記念事業が提案されており、本年から徐々に実行に移されていく予定で

ある。是非、本稿を目にされた会員諸兄においても積極的な参加、支援をお願いしたい。

記念事業委員会と各部会の活動の概要

記念事業委員会　委員長
東京大学　川口　健一
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表1 日本免震構造協会創立15周年記念事業委員会
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1 はじめに
2005年の福岡県西方沖地震にて、免震建物におけ

る免震部材と躯体間接合部の損傷が報告されてい

る。また搭状比の大きい高層免震建物の実績も増え

つつあり、免震部材接合部の安全性の確認が重視さ

れてきている。

上記の状況を踏まえ当委員会では、公塚前委員長

時代の2006年より免震部材と躯体間接合部の設計に

関する調査、検討作業に取り掛かり、昨年末にほぼ

設計案として完成したので概要を報告する。

2 指針案の構成
本指針案の構成は以下の通りである。

1章　基本方針

2章　使用材料と強度

2.1 使用材料の定数と許容応力度

3章　各種アンカーボルト

3.1 各種アンカーボルトの接合方法に関する

構造規定

3.2 各種アンカーボルトの耐力

4章　接合部の設計

4.1 アイソレータ

4.2 ダンパー

5章　取付け躯体の設計

5.1 アイソレータ

5.2 ダンパー

本指針案では、免震部材接合部とその取付け躯体

の設計方法について、各種のアイソレータとダンパー

についてまとめている。また免震部材接合部に関し

ては、各種アンカーボルトについて記述している。

3 基本方針
3.1 適用範囲

本指針案は、免震部材と取付け躯体の接合部及び

取付け躯体の設計に適用する。なお、今後の実験・

研究成果に基づき指針の内容を改訂することがある。

3.2 設計条件及び設計方針

（1）設計用外力

①接合部及び取付け躯体の設計に考慮する外力は以

下に示すものとするが、免震部材や接合方法及び

形式により、この他に作用する可能性がある外力

について適切に考慮する。

・免震部材及び接合部に作用する長期荷重時鉛直力

・免震部材及び接合部に作用する短期荷重時水平力

・免震部材及び接合部に作用する短期荷重時鉛直力

②設計用外力は、免震部材の変形や免震層の最大相

対変位（クリアランス）、及びダンパーの最大減衰

力を適切に考慮して決定する。

○長期荷重時鉛直力　

・免震部材自重、建物自重を適切に考慮する。

○短期荷重時水平力

「免震部材の接合部・取付け躯体の設計指針（案）」の概要

技術委員会・免震設計部会・設計小委員会（平成20年1月現在）
委員長 藤森　　智 株式会社松田平田設計
前委員長 公塚　正行 株式会社i2s2
委　員 市川　一美 東急建設株式会社

上河内宏文 株式会社日建ハウジングシステム
高原　伸一 株式会社熊谷組
中川　　理 株式会社東京建築研究所
中島　　徹 大成建設株式会社
中村　淳一 株式会社佐藤総合計画
平間　　光 株式会社長谷工コーポレーション
古橋　　剛 日本大学
丸山　　東 鹿島建設株式会社
谷地畝和夫 戸田建設株式会社
山 達司 前田建設工業株式会社
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・免震部材の水平性能（材料認定条件）を考慮する。

・一次剛性、二次剛性、降伏荷重を考慮し、変形

時に剛性や降伏荷重の増加がある場合は適切に

評価する。

・方向性について適切に考慮する。

・特性の変動（製品のばらつき、速度依存性、温

度依存性、繰り返し依存性、歪依存性、経年変

化等）を適切に考慮する。

・建物位置復元用にジャッキを使用する場合は、

その反力を適切に考慮する。

○短期荷重時鉛直力

・アイソレータに作用する鉛直力は、水平地震動

により免震層に生じる最大応答転倒モーメント

から算定される軸力と上下地震動による力の和

とする。

③接合部や取付け躯体の設計に対する地震動は、極

めて稀に発生する地震動とする。

（2）接合部及び取付け躯体の設計

接合部の各種アンカーボルトや取付け躯体に作用

する応力は、短期許容応力度以内とする。

4 各種アンカーボルト
本指針案で対象としている各種アンカーボルトの

使用例を図1に示す。

4.1 接合方法の構造規程

接合方法に関する構造規定を以下に示す。

・免震部材に引張力が作用する場合は、原則とし

てアンカーボルトを設ける。

・各種アンカーボルトの埋込み深さは、アンカー頭

部が水平鉄筋（横筋）より深くなるように設定する。

・各種アンカーボルトのコーン状破壊耐力算定時

の投影面積は、横筋位置とすることが望ましい。

・突起付き袋ナット先端の突起形状は、引張耐力

確保のため十分な大きさのものとする。

・ベースプレートは応力伝達上十分な厚さを確保

する。

4.2 各種アンカーボルトの耐力

本指針案における免震部材接合部の各種アンカー

ボルトの許容耐力は、原則として「各種合成構造設

計指針・同解説（日本建築学会1985）」により算定す

ることとする。

本文では、スタッドボルト（頭付きアンカーボル

ト）の許容耐力式と突起付き袋ナットの許容耐力式

を示している。突起付き袋ナットについては、ナッ

ト頭部の径が軸部径より十分大きく、応力伝達可能

なディテールを想定し、許容耐力をスタッドボルト

と同様な考えで示している。

なお突起付き袋ナットについては、実験・研究資料

が少なく破壊機構等が明確とはなっていないことか

ら、突起付き袋ナットのみの耐力に期待して接合部を

設計することは好ましくない。従って、本指針案では

原則スタッドボルト等と併用することを推奨する。

5 接合部の設計
免震部材の接合部の設計方法をアイソレータとダ

ンパーについて以下に示す。

5.1 アイソレータ

（1）接合部に作用する応力

積層ゴムアイソレータに作用する水平変形時応力

を図2に示す。

図1-c スタッドボルト、アンカーボルト併用

図1-a スタッドボルト

図1-b スタッドボルト、突起付袋ナット併用
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（1）鉛直方向に取付くダンパーの場合

接合部に作用する応力は図3-aに示しており、設

計用最大水平変形は極めて稀に発生する地震動時相

当として、免震部材の変動特性を考慮する。

接合部の設計は、せん断力に対しては袋ナットや

スタッドボルトまたはアンカーボルトで抵抗し、曲

げモーメントに対してはスタッドボルトまたはアン

カーボルトで抵抗するものとする。

（2）水平方向に取付くダンパーの場合

接合部に作用する応力はダンパーに作用する減衰

力とし、減衰力の大きさは最大応答値やダンパーの最

大減衰力を適切に考慮する。また、ダンパーの特性の

変動を考慮する。接合部の設計は、減衰力に対して通

しボルトまたはアンカーボルトで抵抗するものとする。

6 取付け躯体の設計
取付けの躯体の設計方法をアイソレータとダンパー

について以下に示す。

6.1 アイソレータ

（1）取付け躯体の設計

1）取付け躯体に作用する応力

取付け躯体に作用する応力は、極めて稀に発生す

る地震動に対する積層ゴムアイソレータの水平変形

によるせん断力（Qd）、せん断力による曲げモーメ

ント（Md）、上部構造の軸力（Nd）、及び軸力による

付加曲げモーメント（Mv）とする。

2）取付け躯体の設計

取付け躯体に作用する応力が短期許容応力度以内

となるように設計する。取付け躯体は、引張力が作

用する部材と作用しない部材、及びアイソレータの

接合面が梁や床面からの立上りが大きい場合等、

各々の部材に作用する応力状態を適切に評価した設

計を行う。

①引張力が作用しない場合

取付け躯体は、袋ナットやスタッドボルトの引張

耐力を確保するためフープ筋により拘束する。また、

梁やスラブ面からの立上りが大きい場合は、柱とし

て設計を行う。

接合部に作用する応力は、極めて稀に発生する地

震動に対する積層ゴムアイソレータの水平変形によ

るせん断力（Qd）、せん断力による曲げモーメント

（Md）、及び上部構造の軸力（Nd）とし、軸力による

付加曲げモーメントは考慮しないこととする。但し、

積層ゴムアイソレータが取付けられる躯体では、軸

力による付加曲げモーメントは考慮する。

（2）接合部の設計

接合部は、スタッドボルト、アンカーボルト、突

起付き袋ナット等各種アンカーボルトに作用する応

力が、短期許容応力度以内となるように設計する。

積層ゴムアイソレータの躯体への接合方法は、引張

力が作用するアイソレータと作用しないアイソレー

タで区別し、それぞれの接合部に作用する応力状態

を適切に評価した設計を行う。また、本指針案では、

ベースプレートはフランジプレートと同等以上の耐

力を有することとしている。

5.2 ダンパー

ダンパーについては、鉛直方向に取付くタイプと

水平方向に取付くタイプについて接合部の設計方法

を示す（図3参照）。また本文には、鋼棒ダンパーと

鉛ダンパー、及びオイルダンパーの設計例を掲載し

ている。

図2 積層ゴムアイソレータの水平変形時応力

図3-b 水平方向に取付くダンパーの水平変形時応力

図3-a 鉛直方向に取付くダンパー周りの水平変形時応力
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②引張力が作用する場合

取付け躯体は、柱として設計する等引張力を考慮

した断面とし、引張力が作用しない部材よりもフー

プ筋による拘束を十分に行う。

（2）標準ディテール

取付け躯体の標準的な配筋例と設計上の留意点に

ついて以下に記す。

①引張力が作用しない場合（図4-a参照）

ベースプレート下部の水平鉄筋（横筋）は、A-A断面

のようにメッシュ状に配筋されるため、袋ナットや

スタッドボルト先端位置が横筋に近くて埋込み長さが

横筋より十分深くない場合は、横筋がコンクリート

に対する断面欠損となり、スタッドボルト等に引張

力が働くと水平に割裂が生じて引張耐力が不足する

ことがある。本指針案では、コンクリート躯体のコー

ン状破壊で決まる引張耐力の算定におけるスタッドボ

ルト等の埋込み長さは、取付け躯体のコンクリート

面ではなく横筋位置とすることを推奨する。

取付け躯体は、躯体配筋と袋ナットとの干渉等を

考慮し、積層ゴムアイソレータのベースプレート端

から150mm以上大きくする。また、梁上の立上り部

や梁下部分は、フープ筋による拘束を十分に行う。

②引張力が作用する場合（図4-b参照）

引張力が作用するアイソレータの場合は、取付け

躯体を柱として断面設計し配筋を決定する。引張力

の大きさによっては、C-C断面のようにアンカーボ

ルト周辺にひび割れ防止筋を配筋したり、せん断耐

力をせん断補強筋のみで算定する等の配慮が必要で

ある。また、取付け躯体は断面サイズが大きく、外

周部の配筋だけでは十分な拘束効果は得られないた

め、フープ筋は適宜中子筋を配筋し0.2%以上の配筋

量とする。

6.2 ダンパー

ダンパーについては、鉛直方向に取付くタイプと

水平方向に取付くタイプについて取付け躯体の設計

方法を示す。また本文には、オイルダンパーの設計

例を掲載している。

（1）取付け躯体の設計

1）鉛直方向に取付くダンパーの場合

取付け躯体に作用する応力は図3-aに示すが、設

計用最大水平変形は極めて稀に発生する地震動時相

当とし、免震部材の変動特性を考慮する。

2）水平方向に取付くダンパーの場合

取付け躯体に作用する応力はダンパーに作用する

減衰力とし、減衰力の大きさは最大応答値やダンパー

の最大減衰力を適切に考慮する。また、ダンパーの

変動特性や応力の方向性を適切に考慮する。

（2）標準ディテール

取付け躯体の標準的な配筋例と設計上の留意点に

ついて以下に記す。

図4-a 引張力が作用しない場合の配筋例

図4-b 引張力が作用する場合の配筋例



7 おわりに
本指針案では、引張力が作用しても十分抵抗力が

確保可能なようにアンカー頭部が水平鉄筋（横筋）よ

り十分深くなるように推奨している。

また本指針案では原則各種合成構造設計指針同解

説に示される各種アンカーボルトに基づき設計方法

をまとめている。現在免震部材に用いられているア

ンカーボルトには袋ナットも含め多種存在し、また

それらが併用される場合もある。従って実際の使用

に際しては、本指針案の適用範囲に当てはまらない

ものも用いられていることから、実験等によりその

性状を確認の上使用されたい。
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①鋼棒ダンパー（図5-a参照）

・ダンパーからのせん断力と軸力による曲げモー

メントを考慮して配筋の設計を行う。

・地震力の作用方向によってダンパーの反力も向

きを変えるため、取付け躯体に作用する反力も

変わることに留意する。

②オイルダンパー（図5-b参照）

・ダンパーの減衰力による引張力とダンパー自重

によるせん断力でアンカーボルトを設計する。

・アンカーボルトは、定着型と通し型が考えられる。

・アンカーボルトの本数は、ダンパーの取付け

（施工）にも考慮して決定する。

・ダンパーの減衰力によるせん断力とダンパー自

重による引張力により配筋の設計を行う。

・建物位置復元の必要がある場合は、ジャッキ反

力を負担することも考慮する。

・地震力の作用方向によってダンパーの反力も向

きを変えるため、取付け躯体に作用する反力も

変わることに留意する。

図5-a 鋼棒ダンパー取付け例

図5-b オイルダンパー取付け例
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2.2 本講習会の概要

本講習会は大きく分けて、以下の4つの内容で構

成されております。

1）制振構造の原理と設計、構造計画

制振構造の力学原理や応答低減効果、構造計画

上の留意点について講義がなされました。

2）各種ダンパーの紹介、解析モデル化

表1に示すオイル・粘性・粘弾性・鋼材・摩擦ダ

ンパーの計5種類のダンパーについて、それらの減衰

機構や解析モデル化について講義がなされました。

3）設計例・演習に用いる建物の概要

各種ダンパー制振構造の設計計算の講義・演習

にて用いられる鉄骨建物について、講義がなされ

ました。

4）各種ダンパー制振構造の設計計算

上記の5種ダンパーを対象として、それらを用い

た制振構造の設計計算について講義・演習がなされ

ました。本設計手法は、まず建物を等価一質点系と

考え、設定した目標応答を満足するのに必要なダン

パー量を求め、それらを各層に分配し、最後にダン

パーの容量や仕様を決定します。必要ダンパー量を

求める際には、制振構造の構成要素と制振性能とを

関連づけた「性能曲線」という図表を用います。ま

た、受講者の理解がより深まるように、まず設計手

法についての講義の後、設計例の紹介があり、さら

に演習では設計例と同様の手順で手計算によって設

計解が得られる構成と致しました。

1 はじめに
2007年11月15日、22日、29日の3日間、日本建築

家協会JIA館ホールにて、「パッシブ制振構造の設

計・計算講習会」が開催されました（主催：日本免

震構造協会、共催：日本構造技術者協会）。これま

で、日本免震構造協会では、2003年に「パッシブ

制振構造　設計・施工マニュアル」第一版の発行、

2005年には同改訂第二版の発行及び講習会の開催

を通じ、制振構造の普及活動に努めてきました。

今回、2007年7月第二版第二刷を発行するにあたり、

制振構造に馴染みのない方々にもわかりやすく、

理解がより深まるような講習会を企画致しました。

以下、本講習会の運営に携わった者として報告致

します。

2 本講習会の開催趣旨と概要
2.1 本講習会の開催趣旨

まず、本講習会は、これまで制振構造にあまり

馴染みのなかった技術者や若手構造技術者を対象

とし、内容は「制振構造の設計技術・手法の入門

編」と致しました。次に、各講師による講義のみ

の受身的な講習会ではなく、受講者の方々が演習

課題に取り組み、実際に手を動かして制振構造の

設計計算手法を体験し、習得できることを目標と

しました。そのため、各講師が個別に対応できる

ようにと定員を50名と限定した寺子屋形式とし、

演習や質疑応答の時間も十分に確保致しました。

さらに、本設計手法を提案された東京工業大学笠

井和彦教授は、全ての講義へ参加し、質疑に対応

致しました。また、初日の講義終了後には、受講

者の方々と講師陣との交流や情報交換を目的とし

た懇親会も企画致しました。

主催者報告「パッシブ制振構造の設計・計算講習会」

東京工業大学
伊藤　浩資

表1 ダンパーの種別
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4 終わりに
本講習会は、今後も制振構造にあまり馴染みの

ない方々を対象とした「入門編」という位置づけ

はそのままとし、参加者の皆様より頂いた貴重な

御意見やご要望を基に、内容の充実をはかりなが

ら、継続的に開催していく予定です。次回の講習

会は、2008年春を予定しており、制振構造の設計

に興味をお持ちの方には、是非ともご参加頂きた

いと思います。またこの場をお借りして、本講習

会にご参加頂いた方々には感謝の意を表したいと

思います。

3 運営者として感想
今回、講習会の開催にあたり、受講者の方々に

満足して頂けるか、わかりやすい内容になってい

るかなど心配事がありましたが、各日とも参加登

録者の実に9割以上の方が参加されて、講習会終了

後のアンケート調査でも、概ね9割の受講者の方々

が内容全般に関して「満足」、「やや満足」との回

答を頂きました。これには、本講習会を企画され

た笠井教授をはじめ、運営者一同非常に喜んでお

り、満足度の高い講習会を開催することができた

と実感できました。また、これを今後の活動への

励みとして精進を重ねたいと思います。全体を通

じ、会場では受講者と講師の間で活発なやり取り

が行われました。受講者の方々も、第一回、二回、

三回と日を追うごとに、演習課題では、解答に至

るまでの時間が徐々に短縮され、設計手法に慣れ

てくるとともに、その理解が深まっているように

思われました。

＜11月15日＞
主催者代表挨拶 可児長英（日本免震構造協会）
オリエンテーション 白井貴志（新日鉄エンジニアリング）
講義　制振構造の原理と設計 笠井和彦（東京工業大学教授）
講義　制振構造の構造計画について 吉江慶祐（日建設計）
講義　ダンパー紹介（粘弾性） 小林公樹（昭和電線デバイステクノロジー）
講義　ダンパー紹介（鋼材） 西本晃治（新日鉄エンジニアリング）
講義　ダンパー紹介（摩擦） 北嶋圭二（青木あすなろ建設）
講義　ダンパー紹介（オイル） 露木保男（カヤバ　システムマシナリー）
講義　ダンパー紹介（粘性） 鈴木明雄（オイレス工業）
講義　解析モデル化に関して 山崎久雄（ユニオンシステム）
講義　制振設計例に用いる10層建物の概要 関谷英一（鴻池組）
講義　演習用E-Defense向け5層建物の概要 田中　智（安井建築設計事務所）
講義/演習　粘弾性ダンパー制振構造の設計・計算 大熊　潔（住友スリーエム）

＜11月22日＞
講義/演習　鋼材ダンパー制振構造の設計・計算 伊藤浩資（東京工業大学）
講義/演習　摩擦ダンパー制振構造の設計・計算 北嶋圭二（青木あすなろ建設）

＜11月29日＞
講義/演習　オイルダンパー制振構造の設計・計算 龍神弘明（前田建設工業）
講義/演習　粘性ダンパー制振構造の設計・計算 大原和之（Arup Japan）

表2 講義・演習名、講師一覧
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たが、受講後は参加して良かったと思っています。

それでは講習会の内容をご報告致します。

2 講習内容
1）1日目：11月15日（木）9：00～18：30

（1）講義：制振構造の原理と設計

（2）講義：ダンパーの紹介

①粘弾性②鋼材③摩擦④オイル⑤粘性の5種

類のダンパー紹介がありました。

（3）講義と演習：性能曲線の講義と、10層建築

物の講義の後、5層鉄骨建物を題材とした演

習が、粘弾性ダンパーから行われました。

（4）懇親会：講習後、交流の場が設けられました。

2）2日目：11月22日（木）13:00～18:30

講義と演習：1日目の講義と演習と同じように鋼材

ダンパーと摩擦ダンパーについて行われました。

3）3日目：11月29日（木）13:00～18:30

講義と演習：オイルダンパーと粘性ダンパー

について行われました。

比較：演習の最後に3日間通しての手計算結果

と、静的漸増解析の比較が行われました。

写真1 笠井教授の講義

1 はじめに
11月15日、22日、29日の3日間にわたり、「パッ

シブ制振構造の設計・計算講習会」が建築家会館

大ホールで実施されました。本講習は2003年に発

行された「パッシブ制振構造　設計・施工マニュ

アル」が本年7月に第二版第二刷を発行された機会

に、より多くの建築に携わる方にパッシブ制振に

親しんで頂けるように（社）日本免震構造協会、（社）

日本建築構造技術者協会の主催により「パッシブ制

振構造の設計・計算講習会」が企画されたもので

す。3日間出席可能なJSSI、JSCA会員を対象とした

ところ、定員50名に対し56名の参加となりました。

業種別参加者は図1の通りです。

本講習会は、サブタイトルに「使ってみたいパ

ッシブ制振　意外と簡単パッシブ制振」とあるよ

うに、設計初心者でもダンパーの制振性能曲線と

電卓による手計算で、与えられた目標性能の建築

物を設計するために制振ダンパーを設計すること

を目的としていました。

講習会の直前に工事・工務から制振ダンパーの

営業に携わることになった私は設計未経験であっ

たため、この「意外と簡単」に引き込まれるように

申し込みました。受講前は理解できるか不安でし

受講者報告「パッシブ制振構造の設計・計算講習会」

新日鉄エンジニアリング
秦　秀樹

図1 業種別参加者の割合
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次に各層の主架構の剛性に応じダンパーの必要

量を計算します。各層のダンパーの個数は4本と与

えられていますので、ダンパー1本当りの要求値を

求め、ダンパーの設計・選定を行います。次にダン

パーの軸方向へ変換します。最後に主架構のみの

最大引抜き力と各層のダンパー鉛直方向成分を加

算し、基礎の浮上りの検証を行い、設計終了とな

ります。概要は以上のとおりですが、いざ手を動

かして計算すると、骨が折れました。

4 講習会の感想
講習会には不安を感じての参加ではありました

が、講習を受けるうちに払拭されていました。そ

れは講師の方々が解りやすいものにするために、

内容を工夫されていたためだと思います。例とし

て①各種ダンパーに共通の主架構を使ったこと②

演習の前に例題で解法の説明があったことが挙げ

られます。同じ計算を繰返し行うことが、理解を

深めることにつながり、設計未経験の私でも計算

できたのだと思います。さらに非常に刺激を受け

たことは、参加者の一人が、構造物の5層分を計算

過程ごとに一覧表にしていたことです。他の参加

者が工夫して効率よく計算するのを見ることがで

きたのは、演習を伴う参加型の講習会ならではの

ことだと思います。

提案をさせていただくならば、1点目は性能曲線

を読みやすいようにするか、もしくは正しい値を

早い段階で提示していただきたかったということ

です。というのも性能曲線を読む値に個人差が生

じていたからです。私も値を多少読み違えたため、

以降の計算値に誤差が生じてしまいました。2点目

は設計初心者にも理解しやすいように、用語や性

能曲線などのグラフの説明、基本的な穴埋め問題、

3 演習概要
演習はE-defenseで実験が予定されている5層の主

架構を共通題材にして行われました。これは2×2

スパン、建物高さ約17.5mの構造物で、5階を除く

各層にダンパーが4本ずつ配置されたものでした。

5種類のダンパーの各課題に目標性能が与えられ、

それを満足するように設計する演習でした。

まず制振構造をダンパー、支持材、主架構から

構成されるシステムと考えるよう説明がありまし

た。その各々の剛性はその後、各層の剛性の計算

に関わってきます。算定のフローを図2に示します。

最初に主架構を一質点系に置き換えて、変位応

答スペクトルから算定した層間変形角を算定しま

す。次に目標性能の層間変形角の割合（目標変位低

減率）を算定します。それに課題で与えられた塑性

率、リリーフ率を用い、図3の性能曲線を用いて必

要付加剛性比（Ka/Kf）の値を読みます。性能曲線と

は付加系と架構の剛性比Ka/Kfと、付加系の塑性率

μの連続関数として最大応答を表すものです。

図3 性能曲線

図2 算定フロー

写真2 講習会の様子

START
↓

一質点系の層間変形角を算出する
（非制振の主架構で考える）

↓
一質点系の目標層間変形角を設定する

（制振にした場合で考える）
↓

一質点系によるダンパー必要総量を算定する（性能曲線）
↓

多質点系による必要ダンパー量を算定する（分配式）
↓

ダンパーの設計（軸方向への変換）
↓

基礎の浮上りの検討
（非制振＋ダンパーの負担力の鉛直成分）

↓
END
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もしれません。一方、本講習会のように、概算で

も手計算で設計することができれば、おのずと設

計の段階を把握でき、設計を大きく見誤ることは

ないのだと思います。

以上述べたとおり、本講習会は制振構造を理解

する上でこれ以上ない機会だと思います。今後、

東京に限らず地方でも多くの方が参加することが

できるよう期待します。私も講習会で習得した知

見を、今後の業務に活かしたいと思います。

最後になりましたが、講習会の企画をしてくだ

さいました笠井教授を始め、運営委員の方々に深

く感謝申し上げます。ありがとうございました。

質疑時間での質疑回答を小冊子にまとめてはいか

がでしょうか。この小冊子を今後の講習会の予習

用として参加者に配布していただければ、理解向

上の一助となり、講習会がより一層充実したもの

になると思います。

5 終わりに
講師の方が印象に残ることを言われていました。

「建物を設計するにあたって、自分がどの段階を設

計しているのか把握することが大切だ。」という言

葉です。電算では精度が高く、瞬時に答えが出る

かもしれませんが、ややもすれば自分がどの段階

かを把握しないまま設計してしまうこともあるか
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1 はじめに
普及委員会社会環境部会では、ここ数年の地震被害による企業の事業継続計画への取組みや、耐震改修促

進計画の実施、今後の大地震の発生の懸念などによる免震構造の用途の広がり、新しい免震技術の開発、件

数の増加傾向や、京都議定書から10年経過して環境問題に対する関心の高まりなど最近の動向を受けて、免

震建物と地震リスク、免震建物と環境問題、地震防災における免震建物の有効性の3テーマを取り上げ、活

動報告書として取り纏めました。

これを機会に、JSSI会員に向けて広く情報を発信すると共に、今後の活動についての要望を伺う場として、

上記テーマに最近の地震における事例も加えて、ショートセミナー「免震構造を巡るトッピクス」を開催し

ました。日時、場所は以下の通りです。

今回は初めての試みでしたが、27名の会員が参加しました。

日時：2007年12月12日（水）15：00～17：00

場所：建築会館1階大ホール

2 プログラム
川島委員（ナイス）の進行により、以下のプログラムで実施しました。

15：00 主旨説明 久野　雅祥（大成建設）

15：05 最近の地震被害の特徴と免震建物の動向 平野　範彰（竹中工務店）

15：35 免震建物と地震リスク 久野　雅祥

16：05 災害低減のための免震技術 中澤　昭伸（織本構造設計）

16：25 免震建物と環境問題 東　　清仁（清水建設）

16：45 質疑、その他の話題、要望等 平野　範彰、中澤　昭伸、川合　廣樹（ABSコンサルティング）

16：50 おわりに

17：00 終了

ショートセミナー「免震構造を巡るトピックス」
─ 最近の地震の事例も交えて、免震建物と地震リスク、環境問題など ─

大成建設
普及委員会　社会環境部会　委員長

久野　雅祥

写真1 会場風景 写真2 久野
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3 概要
各テーマの要旨は以下の通りです。

3.1 最近の地震被害の特徴と免震建物の動向

ここ数年の地震被害として、2007年中越沖地震、2005年福岡県西方沖地震、2004年中越地震などを取り上

げ、構造被害は少ないものの、産業施設、非構造部材、インフラ・ライフラインなど、地震ごとに様相が異

なる多様な被害の特徴を指摘した。併せて、これらの地震において、免震建物が免震効果を発揮したことを

紹介した。阪神大震災以降都市部では大地震は発生しておらず、近い将来の発生が懸念されるが、中越地震

の震度5強以上のエリアに東京都がすっぽり入るという指摘は興味深い。

次に、免震建物の実績と動向として、免震建物全体の件数の推移、住宅、病院、戸建住宅の件数の推移、

高層免震建物件数、および、免震装置の支承、ダンパーの使用比率の最近の傾向について紹介があった。

3.2 免震建物と地震リスク

事業継続計画における地震対策、不動産取引などにおいて、投資対効果を検討する上で地震リスク評価の

手法が用いられる機会が増えてきた。耐震指標としての地震リスク評価の特徴、評価方法の概要、指標とし

てのPML 値、想定地震に対するリスク評価、地震ライフサイクルコストとその特徴を解説し、物的損失の他

に、免震構造の特長である機能保持を被災後の復旧日数として捉え、これによる機会損失、営業損失を評価

することにより、免震建物の優位性がより顕著になることを示唆した。

具体的な事例として、諏訪委員（大林組）が検討した東京、名古屋、大阪、静岡の鉄骨造10階建ての事務所

ビルに対する上記のそれぞれの指標の評価結果に基づき、地域ごとの特性、免震建物と耐震建物の比較を行

い、免震建物が地震リスクの低減に有効であることを示した。

3.3 災害低減のための免震技術

免震建物の設計で複数の免震部材を組合せるものが増加しているが、現状の免震部材の種類とその特性、

および、複数の免震部材を組合せる方式を説明し、このような免震部材を地盤の特性などにより最適に選定

する考え方、および、さまざまな免震層の設置位置とその位置による応答特性を解説した。

引続き、地域の防災対策や防災拠点の建物に有効な免震人工地盤と免震レトロフィットについて、免震人

工地盤では全体を免震化する方法、人工地盤上の個々の建物ごとに免震化する方法とその事例を、免震レト

ロフィットでは基礎および中間階免震による方法とその事例を紹介した。

最後に、地震以外の津波、台風、洪水、崖崩れ、大雪、および、造成地等の不同沈下などの災害に対する

免震建物の設計上の配慮とその対処方法を示した。

写真3 平野委員 写真4 中澤委員
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3.4 免震建物と環境問題

地球環境問題においては、ストック型社会への転換、長寿命化が有効であり、供用期間に見合った耐震性

能、社会の変化に対応できる可変性が要求され、免震構造はこれらに見合う構造である。

日本、世界の環境規制の動向から、免震部材の使用材料、接着材、防錆処理などの環境安全性について解

説した。この中で、免震部材として多く使用されている鉛は、溶融した際の有機ガスや水に晒され溶け出す

ことがなければ安全上問題はないが、廃棄の際には配慮が必要であることを指摘した。

地球環境問題の温暖化対策としてのCO
2
排出量の削減の観点からは、免震部材の製作、免震建物の建設か

ら管理・運用も含めたCO
2
排出量評価のライフサイクルアセスメント（LCA）を行い、地震被害によるCO

2
排出

量を考慮すると免震建物は耐震建物に対して優位性があることを示した。

3.5 その他の話題

平野委員より免震構造の設計ルートと許認可期間が延びている現状、告示ルートが建築基準法の改正で採

用が難しくなったことの指摘があり、中澤委員より委員長を務める戸建住宅部会での告示免震への取組みの

紹介があった。

また、保険制度に関連して、川合委員より、地震に対して多額の損失の恐れが小さい構造（HPR：Highly

Protected Risk）である免震構造に対して自己保険の考え方の紹介があった。

質疑、要望等については、時間の関係で免震構造協会にお寄せ頂くこととし、要望について今後の活動に

反映することとして閉会しました。

講習会報告

写真5 東委員

写真7 川島委員（司会）

写真6 川合委員（話題提供）

（写真提供：JSSI事務局）
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1 はじめに
JSSIとCERA建築構造設計の共催で、地方への普及を目的として免震セミナーを開催しております。これ

までに平成17年10月埼玉から平成19年12月新潟の9回を実施しております。本報告は、昨年12月7日に開催し

た「第9回免震セミナー in 新潟」について開催記録を紹介いたします。

今回も開催県下の構造設計事務所を中心に22名の参加を頂きました。次頁に今回のプログラムを示してお

りますが、これまでのプログラムの基本スタイルである「免震構造の原理、免震部材の性能など基礎知識、

免震建物の有効性と役割、告示計算の概要の説明、実設計例の紹介、告示計算の注意点、および免震構造の

エネルギー原理」を一変し、基本的な知識の紹介を行ったのち、すべて例題建物を用いた実設計計算演習と

しました。聴講者が配布された計算書を基に重要な式や特性値を計算し、その回答を発表してもらいながら

ポイントとなるところを解説するというスタイルです。基本的な解説は、司会者が行い、協賛会社の講師の

方々に質問を投げかけ、解説の内容を深める回答を得るというものです。講師の加藤氏には、免震部材の性

能試験と基本性能、限界性能、製品検査など、山崎氏には、地盤増幅、入力地震動の作成方法、応答解析の

方法、巨大地震動の振動特性など、古畑氏には、維持管理の現状や注意点など、関谷氏にはエキスパンショ

ンの種類と特徴など、横山氏には、免震戸建住宅の設計やコストなどの質問を受けてもらいました。

このスタイルの目的は、免震構造の設計が実際に自分で出来ることを手を使って実感してもらうことです。

はじめの内は聴講者からの回答は消極的でしたが、しばらくすると積極的な回答を受けるようになり、逆に

計算書のミスを指摘頂くなど相互に緊張感が高まりました。

特に今回は、基準法関連の改正事項と免震構造の設計について質疑が多く、ユニオンシステムの方々から

解析ソフトに関する説明も頂き、かなり実益なセミナーになったと思います。

「免震セミナー in 新潟の報告」
CERA建築構造設計

世良　信次

写真1 加藤先生の説明状況 写真2 山崎先生の説明状況

写真3 聴講者の皆さん
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2 セミナー案内概要

第9回　免震構造セミナー in 新潟「免震構造の基本から実践的設計まで」

近年の連続的な巨大地震において免震建物の高い耐震性が確認されています。できれば免震構造を選択し、

予期し難い地震に常に備え、多くの資産と人命の損失を避けたいと願うところです。今回は、巨大地震を2

度にわたり経験し、建物の耐震性能が重要であることを痛感されている設計者の方々を対象に免震構造の基

本知識から設計例の解説を通して設計技術の要点を聴講者の質疑を交えながら紹介致します。

このセミナーが設計技術の向上と震災対策に役立つことを願っています。

□プログラム
1．はじめに（主旨説明・講演者紹介） （10:00 ─ 10:15）
2．免震構造の歴史・原理・性能・役割「実地震での免震建物」 （10:15 ─ 10:30）
3．設計例による設計・計算の解説とポイント （10:30 ─ 12:00）
・免震構造の特性・免震層の計画・免震システムの選定について
・免震部材の種類と限界性能、認定性能について

（昼休）
・設計目標の設定と設計計算の方法について （13:00 ─ 16:45）
・包絡法、告示（平成12年建設省告示第2009号他）、時刻歴解析法
・計算書の作成（告示計算による確認申請、時刻歴解析による大臣認定）
・特記仕様と製品検査について
・竣工検査と維持管理について

4．おわりに （16:45 ─ 16:50）
講師陣：CERA建築構造設計 世良　信次 （設計例、全般）

ユニオンシステム（株） 山崎　久雄 （地盤、地震応答、計算方法）
昭和電線デバイステクノロジー（株） 加藤　直樹 （免震部材、試験、性能）
（株）免震テクノサービス 古畑　成一 （維持管理）
（株）中部コーポレーション 関谷　哲生 （エキスパンション）
岡部（株） 横山　眞一 （転がり支承、戸建）

日　時：2007年12月7日（金）10：00～16：50
会　場：新潟県民会館（2階　第1会議室）
住　所：新潟市中央区一番堀通町3-13 tel. 025-228-4481
募集人員：40名（定員になり次第、締め切らせて頂きます。）
参加費：無料
主　催：CERA建築構造設計事務所　代表　世良信次
共　催：社団法人　日本免震構造協会（JSSI）
協　賛：昭和電線デバイステクノロジー（株）、住友金属鉱山シポレックス（株）、ユニオンシステム（株）、

（株）中部コーポレーション、（株）免震テクノサービス、岡部（株）、敦井産業（株）

3 おわりに
今回も刺激的なセミナースタイルで、聴講者・講師陣共に6時間に渡り計算に奮闘して頂きました。翌日、

聴講された方2名からメールで感想を頂きました。1人の方は、「振動問題をはじめて計算して回答が得られ

たことに感動しました。……」というものでした。また1人は、「演習では簡単に感じましたが、実際はこん

なに簡単ではないだろうと感じています。……」というもので、正直な感想を頂いたと思います。免震構造

の設計は、このようにコストの問題以上に、設計者から見た異物感がまだまだ大きいことを実感しています。

なお、今後の予定として、長野・山梨、京都・神戸、青森・札幌、高松・松山などを予定しております。

各講師の方々をはじめJSSIの事務局、協賛会社の方々には、毎回ご協力いただき深く感謝申し上げます。



1 はじめに
設計用入力地震動小委員会では、地震および地震

動に関する見識を深める目的で、不定期ではありま

すが、各地の活断層および過去の地震跡などを視察

し、同時に当該断層および地震動に関する勉強会を

開催しております。

第1回は、2004年5月に神奈川県箱根町を足掛かり

として、昭和5年北伊豆地震跡（丹那断層）、国府

津・松田断層帯および神縄断層（北米プレートとフ

ィリピン海プレートの陸域境界）を視察しました。

第2回は、2005年11月に千葉県君津市を足掛かり

として、千葉県三好村の天然記念物で、大正12年関

東地震で生じた『延命寺断層』や、鴨川低地断層帯

周辺、三浦層群（Ⅴs＝1500m/s程度の新第三紀中新

世の堆積層）の石切り場跡などを視察しました。

今回は、第3回となりますが、栃木県鬼怒川を足

掛かりとして、関谷断層、今市地震跡、大谷石の採

石場跡などを視察しました。

図1および表1に栃木県内の主な被害地震を示し

ます。
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活断層視察会の報告

技術委員会　入力地震動小委員会　委員
オイレス工業 長谷川豊

委員会報告

図1 栃木県と周辺の主な被害地震（～1997年6月）

地震調査研究推進本部ホームページより

表1 栃木県内の主な被害地震



2 行　程
日　時：2007年11月2日～3日

11月2日……委員会および勉強会

3日……断層・地震跡等の視察

参加者：瀬尾　委員長

井川委員、境委員、竹中委員、仲林委員

野中委員、長谷川委員、山崎委員、吉井

委員

以上　計9名

3 関谷断層
関谷断層は、那須岳北方の福島－栃木県境から、

栃木県那須塩原市、矢板市を経て、塩谷郡塩屋町北

東部に至る活断層で、長さは約38km、断層の西側

が東側に対して相対的に隆起する逆断層で、日光地

震（1683年、M7.0）を起こした断層であると推定さ

れています。

関谷断層では、平成12、13年度に（独）産業技術総

合研究所によってトレンチ調査等の調査が実施され

ています。トレンチ調査の展開図を図2に示します。

これらの調査結果から、関谷断層の平均上下変位

速度は概ね1m/千年程度、平均活動間隔は概ね3千年

と推察されています。

今回視察した位置は、図3に示す塩谷町関谷地区

の上記トレンチ調査位置の近傍です。

写真1は、愛宕神社の祠へ登る石段ですが、この

急勾配が関谷断層の断層崖となります。この神社の

創建がいつごろかは分かりませんが、神社の祠は関

谷断層の真上に建っていることになります。

また、写真2背後の杉林も関谷断層の断層崖で、

写真左側の奥がトレンチ調査位置となります。
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写真2 断層崖と視察メンバー（瀬尾先生撮影）

写真3 旧街道筋のあった場所（古屋敷地区）

写真1 愛宕神社の石段

図2 トレンチ調査展開図

図3 視察位置



なお、寒川旭著「地震考古学」によると、写真2

および写真3の周辺は旧街道筋（古屋敷地区）で、道

の両側には集落がありましたが、日光地震の後、街

道と共に集落が北東側に数百m移転しているようで

す（図4参照）。

4 今市地震跡
今市地震は1949年12月26日、極浅い震源でM6.2、

M6.4の地震が2度続いて発生しました。

特徴は、大小さまざまな山崩れが発生しており、

平均的な崩壊面積は数百m2とされ、大きいものは8

万m2に達するものもあったようです。また、被害は

概して木造建築物に小さく、石造および貼り石建築

物に大きい傾向があったとされています。

山崩れは、行川流域で多く発生しており、山崩れ

跡の地形と推察される景色は、今でも多く確認する

ことができます（写真4参照）。

また、図5に示すJR日光線今市駅近傍の例幣使街道

は、道の両側が樹齢数百年の杉並木となっており、

地震坂と呼ばれる緩やかな坂道では、杉の大木数本が、

地滑りで立ったまま横滑りしたところがあります。

このうち数本は、今にも道路側に倒れこみそうに

傾いた状態のままでした（写真5、6参照）。

5 大谷石採掘場跡
栃木県宇都宮市大谷町は、1989年3月に大谷石採掘

場跡地が陥没崩壊したことでニュースになりました。

崩壊の様子は写真7の通りです。
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写真5 斜面を滑り降りた杉林

写真4 崩れの様子（当時）と山崩れ跡らしき地形

図4 街道筋の移転の様子

図5 地震坂位置

写真6 道路に倒れこむ杉林



陥没現場は、今は埋め戻されており、徒歩であれ

ば現場への立ち入りも可能ですが、周囲の地表面よ

り若干低くなった空地状態です（写真8参照）。

また、陥没現場の北方には、大谷石の採掘場跡地

を見学できるようにそのまま保存してある大谷資料

館があります。

大谷資料館内部を地下に降りていくと、圧倒的に

広大で、ひんやりとした空間が現れます（写真9参照）。

最近は、大空間の音響効果を利用して、コンサー

トなどが開催されることもあるようです。

また、資料館内部には大谷石積みの石垣擁壁の強

度実験をするための実験場跡もあり、様々な実験を

経てその積み上げ方法が建設大臣の認定を受けたこ

とが記されています（写真10参照）。

大谷周辺の住宅は、写真11にあるような大谷石の

石積み建築となっているものも少なくありません。

6 まとめ
今回の視察は、ちょうど紅葉の時期に重なってし

まいましたが、観光客の長蛇の列を尻目に、色づき

始めた紅葉には目もくれず？、地震と断層一筋に日

光路を走り回った2日間でした。

【参考文献等】

図2、3：宮下由香里ほか，栃木県関谷断層の活動履歴調査

（2）－塩原町関谷におけるトレンチ調査結果－，活

断層・古地震研究報告，No.2 pp.13-23, 2002

図　4：寒川旭，地震考古学　遺跡が語る地震の歴史，中公

新書，1992

写真4：復刻版今市地方震災誌，今市市発行，1999

図　5：日光市今市観光協会パンフレット

写真7：朝日新聞，1989.3.6．（夕刊）
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写真7 陥没崩落現場 写真10 石垣擁壁の載荷実験の跡

写真8 現在の陥没跡地

写真11 大谷石積みの住宅

写真9 大谷石採掘場内



51日本免震構造協会性能評価（評定）完了報告

日本免震構造協会では、平成16年12月24日に指定性能評価機関の指定（指定番号：国土交通大臣　第23号）

を受け、性能評価業務を行っております。また、任意業務として、申請者の依頼に基づき、評定業務を併せ

行っております。

ここに掲載した性能評価（評定）完了報告は、日本免震構造協会の各委員会において性能評価（評定）を完了

し、申請者より案件情報開示の承諾を得たものを掲載しております。

建築基準法に基づく性能評価業務のご案内
◇業務内容
建築基準法の性能規定に適合することについて、一般的な検証方法以外の方法で検証した構造方法や建
築材料については、法第68条の26の規定に基づき、国土交通大臣が認定を行いますが、これは、日本免
震構造協会等の指定性能評価機関が行う性能評価に基づいています。

◇業務範囲
日本免震構造協会が性能評価業務を行う範囲は、建築基準法に基づく指定資格検定機関等に関する省令
第59条各号に定める区分のうち次に掲げるものです。
①第2号の2の区分（構造性能評価）
建築基準法第20条第一号（第二号ロ、第三号ロ及び第四号ロを含む）の規定による、高さが60ｍを超え
る超高層建築物、または免震・制震建築物等の時刻歴応答解析を用いた建築物
②第6号の区分（材料性能評価）
建築基準法第37条第二号の認定に係る免震材料等の建築材料の性能評価

◇業務区域
日本全域とします。

◇性能評価委員会
日本免震構造協会では、性能評価業務の実施に当たり区分毎に専門の審査委員会を設けています。
①構造性能評価委員会（第2号の2の区分） 原則として毎月第2水曜日開催
②材料性能評価委員会（第6号の区分） 原則として毎月第1金曜日開催

◇性能評価委員会
構造性能評価委員会 材料性能評価委員会

委員長 和田　　章（東京工業大学） 委員長 寺本　隆幸（東京理科大学）
副委員長 壁谷澤寿海（東京大学） 副委員長 山　峯夫（福岡大学）

山崎　真司（首都大学東京） 委員 曽田五月也（早稲田大学）
委員 大川　　出（建築研究所） 西村　　功（武蔵工業大学）

島 和司（神奈川大学） 山崎　真司（首都大学東京）
瀬尾　和大（東京工業大学）
曽田五月也（早稲田大学）
田才　　晃（横浜国立大学）
中井　正一（千葉大学）

◇詳細案内
詳しくは、日本免震構造協会のホームページをご覧下さい。
URL:http://www.jssi.or.jp/

日本免震構造協会　性能評価（評定）完了報告

平成12年建設省告示第2009号
で定める免震建築物に用いる
支承材。

適用範囲

材料性能評価

性能評価の区分件　名

法37条第二号の認定
に係る性能評価
（免震材料）

JDC木造住宅すべり
支承

申請者

日本国土開発
07003

（H19.6.5）

JSSI-材評-
（完了年月日）
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国土交通省から公表された大臣認定取得免震建物のうち、ビルディングレター（日本建築センター）に掲載されたものを一覧で示しています。
間違いがございましたらお手数ですがFAXまたはe-mailにて事務局までお知らせください。

また、より一層の充実を図るため、会員の皆様からの情報をお待ちしておりますので、宜しくお願いいたします。

出版部会　メディアWG URL:http://www.jssi.or.jp/ FAX:03-5775-5734 E-MAIL: jssi@jssi.or.jp

国内の免震建物一覧表

免震建物一覧表
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超高層免震建物一覧表
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65委員会の動き

委 員 会 の 動 き 次期JSSI免震構造施工標準の改

訂について、情報収集中。免震

部材取付けの独特な施工法も報

告されているが、施工標準とし

て取り上げるかどうか議論あり。

最も不具合の多い設備関係の施

工に関しては設備WGの召集を考

えている。

免震部材部会
委員長　 山　峯夫

●アイソレータ小委員会

委員長　 山　峯夫

アイソレータ小委員会は新しい

委員構成として7月から活動を始

めた。9月と11月に委員会を開催

し、本委員会としての課題を抽

出するとともに、委員から関連

する資料を提出してもらい議論

をしているところである。

●ダンパー小委員会

委員長　荻野　伸行

2006年度の「ダンパー小委員会

活動報告書」における課題及び

新たな知見を整理することを目

的として、各ダンパーの最新実験

データ、ベースプレートに要求さ

れる性能及び風荷重におけるダ

ンパーの性能評価方法等につい

て既存の文献や新データを基に

審議している。

応答制御部会
委員長　笠井　和彦

●パッシブ制振評価小委員会・

制振部材品質基準小委員会合同

制振部材品質基準小委員会

委員長　木林　長仁

合同小委員会では、制振構造

の普及を図るために寺子屋形式

の講習会を11/15、11/22、11/29の

3回にわたって開催し、延べ152

名の参加者を得た。

パッシブ制振構造マニュアル

「免震装置の接合部・取り付け

躯体の設計指針（案）」を技術委

員会報告として会誌に掲載すべ

く最終原稿を作成した。また現

状の免震告示設計において問題

となっている地盤増幅係数Gs（長

周期領域）のデータを収集し、実

際の設計に用いられている値を

確認した。

●入力地震動小委員会

委員長　瀬尾　和大

新潟県中越沖地震で観測され

た強震記録を収集し、柏崎市内

と柏崎刈羽原発構内の強震動特

性について理解を深めようとし

ている。11月初旬には活動の一

環として、栃木県内の関谷活断

層、今市地震（1949）の被災状況、

大谷石採石場跡と大規模陥没現

場等を視察し、協会誌MENSHIN

にも報告記事を予定している。

●設計支援ソフト小委員会

委員長　酒井　直己

当期間において、免震告示で

設計された建物のアンケートを

実施中である。1月にはアンケー

トの集計を行い、免震特性レー

ダーチャートのデータベースの更

新作業を行なう準備をしている。

耐風設計部会
委員長　大熊　武司

免震部材WGと風応答評価法

WGの2つのWGを設け、具体の活

動をスタートした。前者の最初

の仕事は「免震部材の耐風性能

に関するアンケート」の実施で

ある。後者は、「建物特性と風応

答特性の関係についての概要把

握」である。

施工部会
委員長　原田　直哉

運営委員会
委員長　深澤　義和

運営委員会は、10/16、11/13、

12/11に開催した。活動内容は、

定例的な会員動向の確認、収支

状況の確認、管理技術者資格制

度等の運営状況の確認、各種行

事の検討などである。

性能評価事業に関して、認可

を得る機関の制限が厳しくなる

という情報に基づき、協会とし

ての対応を検討している。具体

的には、非制限業種の会員数お

よび理事数を2/3以上とすること

についての対応である。公益法

人改革への対応もみすえて方針

を検討している。

技術委員会
委員長　和田　章

日本海側に地震の多かった

2007年が過ぎ、新しい年を迎え

ました。太平洋側に震源地を持

つ大地震は遠くない将来に起こ

るとされ、長周期成分を大きく

持ち、継続時間が長いといわれ

ています。免震構造に対してこ

のような地震動がどのような影

響を与えるかなどの研究も進ん

でいますし、原子力発電所へ免

震構造を適用しようとする研究

も本格化しようとしています。

これらの研究は日本免震構造協

会の技術委員会の弛まない着実

な研究によって支えられていま

す。以下に、技術委員会の5つの

部会の活動報告を示します。

免震設計部会
委員長　公塚　正行

●設計小委員会

委員長　藤森　智
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に基づいて、制振構造の原理に

始まり、ダンパー種別毎に基本

力学特性から設計方法に到るま

での講習を行ない、手計算によ

る演習も実施した。参加者の理

解を深めて頂くという主旨が理

解され、長時間の講習会にもか

かわらず好評であった。

防耐火部会
委員長　池田　憲一

滑り系装置（弾性滑り・剛滑り）

について耐火構造の認定条件の検

討を継続。耐火設計ガイドライン

の章立て（案）を策定した。

普及委員会
委員長　須賀川　勝

当会にとって重要な行事であ

る創立15周年記念事業に関して

は、普及委員会関連のことが多

く、各部会が連携して協力する

ようにしている。また昨年来話

題になっている6月施行の改正建

築基準法の影響は、免震戸建住

宅にも出ており、戸建住宅部会

で対応している。なお教育普及

部会の活動は次号に報告する。

出版部会
委員長　加藤　晋平

出版部会の全体会議は、1月23

日（水）に開催されました。2月22

日発行予定の会誌59号の進行状

況、次の60号の内容及び執筆依

頼について検討した。

創立15周年記念事業の概要広

報及び記念見学会の各回の開催

予定について確認し、第一回記

念見学会の詳細については普及

委員会と調整して早急に開催内

容を整理して広報する事とした。

情報発信としての免震協会HP

についても、上記創立15周年記

念事業の概要を掲載する。

社会環境部会
委員長　久野　雅祥

11月28日に第11回委員会を開

催。免震建物と地震リスク、環境

問題、地震防災における免震建物

の有効性の3テーマに関する活動

報告書を作成し、会員への情報発

信と要望を伺う場として、12月12

日にショートセミナー「免震構造

を巡るトピックス」を建築会館1

階大ホールで開催した。27名の会

員の参加があった。

また、10月18日に危機管理産業

展で、平野委員が「地震リスクと

免震構造」と題して講演を行った。

戸建住宅部会
委員長　中澤　昭伸

平成19年6月20日の改正基準法

施行後、地盤調査や地盤増幅率の

考えは限界耐力法によるとなって

いるため、免震建築物普及の妨げ

になっている。特に、戸建て免震

住宅には、大がかりな地盤調査及

び動的変形試験等の詳細な試験の

実施など、戸建て免震にとって非

常にハ－ドルが高くなっている。

現在、当部会として戸建て免震の

普及に向け、告示に関する法改正

の要望などを受け、技術的な問題

について定期的に会議を行ってい

るところです。

国際委員会
委員長　斉藤　大樹

11月22日には、韓国ソウルにお

いて、SIViC（韓国免制振協会）の

招きにより、西川会長、石丸教授

（日本大学）および国際委員会の馮

委員の3名が講演を行った。また、

11月30日には、米国サンフランシ

スコにおいて、免震構造の普及を

目的とするワークショップ（NEES-

TIPS, Tools for Isolation Protective

System）が開催され、国際委員会

の東野委員が参加し、日本の免震

構造の現状について講演を行っ

た。米国は、免震構造の研究と実

用化のパイオニアでありながら普

及が進んでおらず、TIPSはそう

した状況を打開するために開始さ

れた意欲的なプロジェクトであ

る。これらの会議の報告は、

CIB/W114のHPに掲載している

（www.cibw114.net）。その他、国

際委員会では、免震性能評価法の

国際比較を目的とするベンチマー

ク建物の素案作成を終えて、今後、

国外のCIB/W114メンバーに依頼

して国際比較の作業を進める予定

である。

表彰委員会
委員長　神田　順

本年度第1回の表彰委員会を12

月18日に開催した。応募件数は、

功労賞0件、技術賞4件（ただし、

うち1件は応募後、辞退の申し出

あり）および作品賞13件であった。

審議の結果、技術賞については、

3件のヒヤリングを行うこと、お

よび、作品賞については、7件の

現地調査を行うこととして、日程

調整をした。作品賞応募作品はい

ずれも免震を生かした建築として

の試みが認められ、質の高いもの

が多く、現地調査によって、さら

に具体的な評価の上で、候補作品

を選定することとなる。

資格制度委員会
委員長　長橋　純男

（1）『第8回免震部建築施工管理技

術者講習・試験』は、10月7日

（日）11時より都市センターホ

テル（東京都千代田区平河町）

を会場として開催され、申込

者318名のうち7名は欠席で、

当日の受講・受験者は311名で

あった。西川孝夫会長と3名の
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員による2テーマの講習が行わ

れた。今回は更新対象者166名

のうち、講習受講者95名、「免

震建物点検年次報告」の提出

者18名、委員6名の、合計119

名が更新を行った。

（4）今年度の当協会認定資格制度

関連の講習・試験としては、

『第6回免震建物点検技術者講

習・試験』が、1月26日（土）11

時より砂防会館（東京都千代

田区平河町）を会場として、受

講・受験申込者170名が参加し

て開催される予定である。

記念事業委員会
委員長　川口　健一

記念事業委員会は2008年に15周

年を迎える本協会の関連記念事業

を司ることを目的としており、3

回の準備委員会を経て、2007年6

月15日に第1回の委員会を開催、

発足した。12月20日に第3回の委

員会を開催し、各部会の活動状況

を報告、具体的なスケジュールを

つめつつ、議論を行った。

記念事業は2008年から2009年に

わたり行う。免震部材の耐久性に

関する技術調査や協会による研究

助成の発足（記念調査研究部会：

古橋剛委員長）、既存のイベント

や公開会場を利用した市民イベン

トや子供を対象としたゲーム（市

民イベント実施部会：三山剛史委

員長）、学生まで参加できる記念

アイディアコンペ（コンペ部会：

立道郁夫委員長）、さらに特別イ

ベントとして2009年11月頃に国際

ワークショップを企画している

（記念国際ワークショップ部会：

斉藤大樹委員長）などの実施を企

画、計画、検討しているまた。ま

た、国際ワークショップと同時に

開催する講演会、見学会（広報部

会：加藤晋平委員長）など、本協

会の通常活動をより拡大した形で

行う事業も計画している。

15周年を記念して「優秀修士

論文賞」の設立発足を計画（コン

ペ部会）しており、協会として継

続的に免震構造の研究開発を下

支えしていく仕掛けとして定着

させたいと考えている。上記活

動の総務は総務会計部会（安藤喜

一郎委員長）が行う。

委員による講習のあと試験が

実施された。当委員会では11

月6日（火）に開催した運営幹

事会において258名を合格と判

定し、判定結果をただちに受

験者に通知した。なお、合格

者には「免震部建築施工管理

技術者登録証」を2008年1月中

旬までに発行する予定である。

（2）『第3回免震部建築施工管理技

術者更新講習会』は、11月11日

（日）13時より新宿NSビル（東

京都新宿区西新宿）を会場とし

て開催され、石原直次氏（株式

会社日建設計東京オフィス設

計室長）による「免震建築の昨

日・今日・明日」と題する基調

講演と、当委員会委員による3

テーマの講習が行われた。更

新講習会受講申込者151名のう

ち6名は欠席で、当日の受講者

145名、「免震工事概要報告書」

提出者14名、委員2名の、計161

名が更新手続きを行った。

（3）日本免震構造協会が認定する

「免震建物点検技術者」の資格

制度については、制度が設け

られて6年目を迎えた。第1回

の『免震建物点検技術者講

習・試験』による資格取得者

166名については、その資格有

効期間5年が経過したことにと

もない、このたび、『第1回免

震建物点検技術者更新講習会』

が11月25日（日）13時より新宿

NSビルを会場として開催さ

れ、市川篤司氏（財団法人鉄

道技術総合研究所）による基調

講演「維持管理学：他分野に

おける現状」と、中塚實氏

（株式会社ブリヂストンTKK）

による講演「免震建物の維持

管理の現状」、及び当委員会委
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10.2

10.2

10.5

10.9

10.12

10.16

10.24

10.24

10.24

10.24

10.25

10.26

10.26

10.26

10.26

10.30

11.2

11.5

11.6

11.6

11.7

11.7

11.8

11.9

11.13

11.16

11.27

11.28

11.28

11.29

11.30

12.3

12.3

12.4

12.4

12.5

12.6

12.10

12.11

12.13

12.17

12.18

12.18

12.19

12.20

12.20

12.26

技術委員会/防耐火部会

普及委員会/運営幹事会

技術委員会/応答制御部会/パッシブ制振評価小委員会/制振普及WG

技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会

技術委員会/応答制御部会/パッシブ制振評価小委員会/制振構造解析WG

運営委員会

普及委員会/出版部会/「MENSHIN」58号編集WG

普及委員会/出版部会

記念事業委員会/広報部会

資格制度委員会/点検技術者試験部会

技術委員会/施工部会

国際委員会

資格制度委員会/施工管理技術者試験部会

資格制度委員会/点検技術者更新部会

技術委員会/応答制御部会/パッシブ制振評価小委員会・制振部材品質基準小委員会合同

資格制度委員会/施工管理技術者試験部会

技術委員会/免震設計部会/設計小委員会

資格制度委員会/施工管理技術者審査部会

技術委員会/防耐火部会

資格制度委員会/運営幹事会

技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会

普及委員会/戸建住宅部会/免震住宅推進WG

技術委員会/耐風設計部会

技術委員会/免震部材部会/アイソレータ小委員会

運営委員会

記念事業委員会/市民イベント実施部会

技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会

運営委員会/企画小委員会

普及委員会/社会環境部会

技術委員会/応答制御部会/パッシブ制振評価小委員会・制振部材品質基準小委員会合同

資格制度委員会/点検技術者審査部会

技術委員会/防耐火部会

技術委員会/耐風設計部会/風応答評価法WG

技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会

技術委員会/免震設計部会/設計小委員会

普及委員会/戸建住宅部会/免震住宅推進WG

技術委員会/耐風設計部会/免震部材WG

国際委員会

運営委員会

技術委員会/施工部会

技術委員会/応答制御部会/パッシブ制振評価小委員会/制振構造解析WG

資格制度委員会/運営幹事会

表彰委員会

技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会

技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会

記念事業委員会

運営委員会/企画小委員会・財務小委員会合同

事務局

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

建築家会館3F小会議室

事務局

〃

建築家会館3F大会議室

建築家会館3F小会議室

事務局

建築家会館1F大ホール

事務局

〃

〃

〃

建築家会館3F大会議室

事務局

〃

建築家会館1F大ホール

事務局

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

建築家会館3F小会議室

〃

事務局

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

建築家会館3F大会議室

事務局

〃

〃

〃

18

3

9

7

4

11

5

11

5

4

5

7

7

5

19

5

8

4

18

9

8

6

7

8

14

5

13

6

5

17

3

14

6

5

12

11

4

7

14

9

3

8

11

10

9

11

8

日付 委員会名 開催場所 人数

委員会活動報告（2007.10.1～2007.12.31）
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会員動向

会員種別 会員名 業種または所属

入　会

第2種正会員

　　〃

関　松太郎

朴　相俊

財団法人日本建築防災協会
審議役

東京理科大学
火災科学研究センター・研究員

名誉会員 1名

第1種正会員 108社

第2種正会員 177名

賛助会員 71社

特別会員 6団体

会員数
（2007年12月31日現在）

せき　　  まつたろう

ぱく　　 さんじゅん



70 MENSHIN NO.59 2008.2

会員動向

入会のご案内

会員の特典など

入会ご希望の方は、次項の申込書に所定事項をご記入の上、事務局までご郵送下さい。
入会は、理事会に諮られます。理事会での承認後、入会通知書・請求書・資料をお送りします。

お分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18 JIA館2階

社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432 
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

会員種別 入会金 年会費

300,000円
（1口）
300,000円

免震構造に関する学術経験を有する者で、本協
会の目的に賛同して入会した個人
理事の推薦が必要です

5,000円 5,000円

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の事
業を賛助するために入会した法人

100,000円 100,000円

本協会の事業に関係のある団体で入会したもの

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

特別会員

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の目
的に賛同して入会した法人

別　途 ―

総会での
議決権

会誌送付部数 講習会・書籍等

有／1票
4冊／1口
10冊／2口
20冊／3口

会員価格

有／1票 1冊 会員価格

無 2冊 会員価格

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

委員会
委員長

可

可

不可

委員会
委　員

可

可

可
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社団法人日本免震構造協会 入会申込書〔記入要領〕

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18  JIA館 2階

社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

第１種正会員・賛助会員・特別会員への入会は、次頁の申込み用紙に記入後、郵便にてお送り

下さい。入会の承認は、理事会の承認を得て入会通知書をお送りします。その際に、請求書・

資料（協会出版物等）を同封します。

２．代表名とは、下記の①または②のいずれかになります

３．担当者は、当協会からの全ての情報・資料着信の窓口になります。

４．建築関連加入団体名

５．業種：該当箇所に○をつけて下さい。｛　　　｝欄にあてはまる場合も○をつけて下さい

６．入会事由・・・例えば、免震関連の事業展開・○○氏の紹介など。

例えば・・・・・・総会の案内・フォーラム・講習会・見学会の案内・会誌「ＭＥＮＳＨＩＮ」・会

３団体までご記入下さい。

その他は（　　　）内に具体的にお書き下さい。

費請求書などの受け取り窓口

１．法人名（口数）・・・口数記入は、第１種正会員のみです。

記載事項についてお分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください。

第１種正会員につきましては、申込み用紙の代表権欄の代表権者または指定代理人の□に　を

①代表権者　・・・法人（会社）の代表権を有する人

例えば、代表権者としての代表取締役・代表取締役社長等

こちらの場合は、別紙の指定代理人通知（代表者登録）に記入後、申込書と併せて送付し

て下さい。

②指定代理人・・・代表権者から、指定を受けた者

入れて下さい。
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氏　　　名

所属・役職

担当者

代表者

法　人　名（口　数）

□代表権者

□指定代理人

業種

○をお付けください

会員種別
○をお付けください

申　込　日（西暦）

申込書は、郵便にてお送り下さい。

資本金・従業員数

設立年月日（西暦）

建築関係加入団体名

入会事由

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

氏　　　名

所属・役職

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

ふ　り　が　な

年　　　　　月　　　　　日

万円　　・ 人

A：建設業

B：設計事務所 

C：メーカー

D：ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

E：その他

a.総合　b.建築　c.土木　d.設備　e.住宅　f.プレハブ

a.総合　b.専業　｛1.意匠　2.構造　3.設備｝

a.免震材料　｛1.アイソレータ　2.ダンパー　3.配管継手

　　　　　　4.EXP.J　5.周辺部材｝

b.建築材料（　　　　　）　c.その他（　　　　　   ）

a.建築　b,土木　c.ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ　d.その他（　　　 　）

a.不動産　b,商社　c.事業団　d.その他（　　  　　  ）

*会員コード
*入会承認日

*本協会で記入します。

第1種正会員

〒

〒

E-mail

－ FAX－ － －

FAX － －

賛助会員 特別会員

（　　　　口）

印

印

年　　　月　　日 月　　　　日

※貴社、会社案内を1部添付してください

E-mail

－ －

社団法人日本免震構造協会 入会申込書
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社団法人日本免震構造協会「免震普及会」に関する規約

平成11年2月23日
規約第1号

　社団法人日本免震構造協会免震普及会（以下

「本会」という。）は、社団法人日本免震構造

協会（以下「本協会」という。）の事業目的と

する免震構造の調査研究、技術開発等について

本協会の会報及び活動状況の情報提供・交流を

図る機関誌としての会誌「MENSHIN」及び関

連事業によって、免震構造に関する業務の伸展

に寄与し、本協会とともに免震建築の普及推進

に資することを目的とする。

第１（目的）

　入会手続きの完了した者は、本会員として名

簿に登載し、本会員資格を取得する。

第７（登録）

　本会の目的違背行為、詐称等及び納入金不

履行の場合は、本会会員の資格喪失するもの

とする。

第８（資格喪失）

　本会員は、本協会の会員に準じて、次のよ

うな特典等を享受することができる。

　① 刊行物の特典頒付

　② 講習会等の特典参加

　③ 見学会等の特典参加

　④ その他

第１０（会員の特典）

　本会の目的達成のため及び本会員の向上の

措置として、セミナー等の企画実施を図るも

のとする。

第１１（企画実施）

　日本免震構造協会会誌会員は、設立許可日

より、この規約に依る「社団法人日本免震構

造協会免震普及会」の会員となる。

附則

　会誌は、１部発行毎に配付する。

第９（会誌配付）

　本会員になろうとする者（個人又は法人）は、

所定の入会申込書により申込手続きをするもの

とする。

第３（入会手続き）

　会員となる者は、予め、入会金として１万円

納付するものとする。

第５（入会金）

　納入した会費及び入会金は、返却しないもの

とする。

第６（納入金不返還）

　会費は、年額１万円とする。会費は、毎年度

前に全額前納するものとする。

第４（会費）

　本会を「（社）日本免震構造協会免震普及会」

といい、本会員を「（社）日本免震構造協会免震

普及会会員」という。

第２（名称）
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社団法人日本免震構造協会「免震普及会」入会申込書

申込書は、郵便にてお送り下さい。

申　込　日

氏　　　名
ふ　り　が　な

勤　務　先

自　　　宅

連　絡　先

住　　　所

連　絡　先 TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

会　社　名

（西暦） 年　　　月　　　日 月　　　　日

印

所属・役職

住　　　所

〒　　　－

A：建設業　　 B：設計事務所 　　C：メーカー（　　　　　　　  ）

A：勤務先　　　 B：自　宅

D：コンサルタント　　 E：その他（　　　　　　　  　　　　　　）

〒　　－

業　　　種

会誌送付先

*コード

*入会承認日

*本協会で記入します。

該当箇所に○を

お付けください

該当箇所に○を

お付けください

業種Cの括弧内

には、分野を記

入してください
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会員登録内容に変更がありましたら、下記の用紙にご記入の上FAXにてご返送ください。

●登録内容項目に○をおつけください

1．担当者　　2．勤務先　　3．所属　　4．勤務先住所

5．電話番号　　6．FAX番号　　7．E-mail　　8．その他（　　　　　　　　　　）

送信先　社団法人日本免震構造協会事務局 宛

F A X　 0 3 － 5 7 7 5 － 5 4 3 4

※代表者が本会の役員の場合は、届け出が別になりますので事務局までご連絡下さい。

送付日（西暦） 年　　　月　　　日

会員登録内容変更届

会 社 名

（ ふりがな ）

担 当 者

勤務先住所

会 員 種 別 ：

発 信 者 ：

勤 務 先 ：

T E L ：

所 属

T E L

F A X

E - m a i l

第1種正会員　　第2種正会員　　賛助会員　　特別会員　　免震普及会

〒　　　　　－

（　　　　　）

（　　　　　）

●変更する内容
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当協会では、維持管理委員会を設置し、「免震建物の維持管理基準」を作成して標準を示すとともに、第

三者機関として、免震建物の維持管理事業を行ってまいりました。約1700棟を超える免震建物が存在する現

在、免震建物の点検技術者を認定、監督、育成して行くことは当協会の主目的の「健全なる免震構造の普及」

にもつながります。以上の状況を踏まえ、平成14年度より免震建物の維持管理点検業務に関して、必要な能

力を有する点検技術者を認定する制度を設けました。

免震建物点検技術者の登録有効期間は5年間で、今回はじめての更新を迎えました。資格制度委員会/点検

技術者/更新部会が中心となり、準備を進めてきました。更新方法は、「会場で講習を受講する」参加学習型

と、「免震点検報告書を提出する」実務経験型があります。どちらかを選択することができます。

前者の更新講習会は、平成19年11月25日（日）に、東京の新宿NSビルの会議室にて行い、95名の方が受講さ

れました。講演は、身近な内容で、受講者の方も熱心に受講されていました。

プログラムは下記の通りです。

後者の免震点検報告書提出者は18名で、更新部会にて書類審査を行い、全員を「更新可」と判定いたしま

した。前者の学習参加型による更新手続者95名を含めて、更新率は約70％でした。

免震建物点検技術者更新報告
資格制度委員会
委員長 長橋　純男
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I n f o r m a t i o n

平成19年度（第8回）免震部建築施工管理技術者試験は、平成19年10月7日
（日）東京の都市センターホテルにて行われました。試験の結果を資格制度委
員会にて慎重に審議のうえ、下記258名を合格者と決定いたしました。
なお、合格者で登録申込みをされた方々に対しては、本協会が管理技術者

として登録し、「免震部建築施工管理技術者登録証」を発行します。登録期限
は、平成20年11月6日までとなっております。

平成19年度「免震部建築施工管理技術者」試験合格者発表

社団法人日本免震構造協会
会　長 西川　孝夫

資格制度委員会委員長 長橋　純男

相川　宜嗣

藍原　弘司

青木　茂浩

青盛　泰久

青柳謙太郎

浅葉　耕規

安孫子義博

安陪　泰司

安見　寿人

新井　貴己

荒川　正也

飯島　宣章

五十嵐智彦

石井　正和

石川　敏彦

石 幹也

石澤　孝好

石原　哲哉

石森　清夫

伊藤　　修

伊藤　　勉

伊藤　　洋

伊藤　文昭

猪瀬　浩徳

今関　憲二

今林　一哉

岩本　正己

上薗　忠敬

植谷　昭久

上原　徹也

氏平　玲子

臼井　和彦

宇田川　進

馬先　政男

梅田　晃正

瓜生　輝美

海野　　元

大井　康敬

大川　哲嗣

大川　光宣

大坪　秀夫

大沼　耕平

大野　　造

大場　喜和

岡　　英樹

岡田　直之

岡村　克己

尾岸　広幸

尾中　哲也

鬼塚　和彦

景山　克雄

片岡　克視

片山　貴晴

加藤　秀明

加藤　史恭

加藤　昌史

金丸　義直

兼重　克之

河井　慶太

河合　雅二

川口　貴弘

川 徹

川田　謙一

川又　　崇

河村　康治

河村　佳和

北　　真一

北野　高幸

衣川　幸文

木下　　剛

君島　康之

木村　孝一

桐原　敏浩

小糸　邦一

甲野　陸泰

神谷　英昭

小塚　裕一

小堤　　真

小林　　徹

小林　兼尚

小松　孝弘

齊藤　撤儒

齊藤　良一

坂本　　勤

坂本　真樹

桜井　　徹

佐々木興司

佐々木　崇

佐々木裕一

佐藤　　勇

佐藤恵一郎

佐藤大二郎

佐藤　敏之

佐藤　暢晃

佐藤雄一郎

佐部　哲治

鮫島信一郎

澤田　晴彦

志賀　祥雄

下谷　徳明

紫桃　良克

信田　直裕

芝　　　譲

柴田　卓志

清水　輝文

清水　雅人

清水　　勝

下田　　健

下田　誠一

守護　裕計

白鳥　　新

杉山　真浩

鈴木　健一

鈴木　　隆

鈴木　　健

鈴木　　保

鈴木藤五郎

鈴木　浩之

須永　貴之

荘司　達夫

相馬　光伸

峠田　宜範

井　英俊

高岡　　均

高橋　　勲

高橋　治人

橋　裕之

橋　幸夫

橋亮太郎

松　　學

滝澤　和久

瀧島　　創

瀧本　賢治

武田　孝司

竹本　真也

田代　卓司

多田　正弘

田中　啓一

田中　秀士

田中　修弘

田中　昌也

田中　満郎

田端　　浩

田村　　誠

千葉　隆之

塚本　修史

辻川　　誠

土田　直行

堤　　　薫

坪田　嘉彦

津山　浩司

寺澤　正文

寺本　和久

土井　貴義

登倉　　勉

共田　最俊

長井　浩二

永井　重克

中川　明徳

中川　治雄

中久保慶介

中島慶二郎

仲田　武郎

仲林　清文

中村　貴史

中村　秀樹

中村　秀次

仲村　昌晋

中山　達夫

成廣　　弘

新妻　洋行

西原　　守

西村　正雄

根岸　孝之

猫本　隆博

野崎　時久

橋本　寛之

林　　瑞樹

林　　良則

原　　政道

原口　圭司

坂東　正丈

疋田　哲也

樋山　卓也

平田　耕一

平野　裕一

廣重　祐司

廣瀬　　礼

樋渡　　健

深瀬　孝之

深田　昌宏

藤尾聡一朗

藤原　　博

藤平　 志

伏見　伸二

伏谷　敏和

藤山　成雅

船田　利廣

古川　祐樹

星野　真治

細田　宏高

堀田　保徳

益田　敦久

増田　一弘

松井英二郎

松井　　賢

松岡　隆澄

松下　浩和

松田　博之

松谷　　信

松任　保勇

松永　　悟

松永　昭治

松本　博幸

豆田　和幸

丸山　　哲

丸山　信生

三國谷　勉

三谷　初彦

宮井　孝之

宮内　　章

宮川　力也

（氏名あいうえお順）

三宅　　稔

宮崎　幸治

三輪　哲也

武藤　昌哉

村上　暢康

村松　　充

村山　純一

室井　俊彦

望月　満伸

森田　喜男

森田　正彰

森田　善行

諸田　晋輔

谷島　　渉

安田　利次

谷田部　浩

柳澤　信行

矢野　俊宏

山岡　伸一

山際　憲博

山口　克彦

山下　大輔

山下　宏之

山根　征馬

結城　　勇

由谷　壮志

弓岡　俊樹

横山　英一

米内　光行

和久井悟志

和田　一彦

和田　好則

渡部　敦司

渡辺　　望

渡邊　義仁

藁科　信哉
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当協会は1月18日（金）、東京・港区の明治記念館で、2008年新年賀詞交歓会を開催した。はじめに、当協会

の西川会長より「本年は、当協会の創立15周年であり記念事業の推進に向けて、また公益法人等の課題に向

け取り組み、皆様とともに更なる努力と工夫を心掛けてまいります。新年が皆様にとって、実り多い年にな

りますよう心より祈念いたします。」との挨拶があった。引き続き、来賓の挨拶では、社団法人日本建築構

造技術者協会（JSCA）の木原碩美会長より、「建築業界を取り巻く状況は厳しいものがありますが、特に構造

に関わる問題に対して関連する団体が、協力してこの状況を打破していきたい」とのお話があった。

この後、社団法人公共建築協会の照井進一会長より、免震レトロフィットの我が国第一号になったコルビ

ジェの西洋美術館の設計・建設時のお話の後、乾杯をして懇親会に移った。約一時間半後、当協会の五十殿

副会長が中締めをした。当日は、会員・招待者あわせて80名近くの出席があり、始終、和やかな雰囲気で会

は終了した。

2008年　新年賀詞交歓会報告
日本免震構造協会
事務局長 佐賀　優子

写真1 西川会長挨拶

写真3 公共建築協会　照井会長

写真2 JSCA 木原会長

写真4 全体の様子
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I n f o r m a t i o n

1/31～2/1 震災対策技術展に参加（パシフィコ横浜）

2/4 平成20年度年会費請求書送付

2/中旬 理事会（協会会議室） 約20名

2/22 会誌「menshin」No.59 発行 約1200部

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

7 

14 

21 

28

6 

13 

20 

27

4月
4/上旬 パッシブ制振構造の設計計算講習会 定員50名

4/16 通信理事会 約20名

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24

31

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

5月 5/中旬 平成19年度収支計算書等の監事監査（協会会議室）

5/中旬 理事会（協会会議室） 約20名

5/中旬 記者懇談会（協会会議室）

5/23 会誌「menshin」No.60 発行 約1200部

5/29 平成20年度通常総会、協会賞表彰式、懇親会
（東京：明治記念館） 約100名

5/29 平成20年日本免震構造協会協会賞表募集

日 月 火 水 木 金 土

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

1

8

15

22

29

3 

10 

17 

24

4 

11 

18 

25

2 

9 

16

23

2月

日 月 火 水 木 金 土

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

1

8

15

22

29

2 

9 

16 
23/30

3 

10 

17 
24/31 

4 

11 

18 

25

3月

3/14 免震建築の詳細設計法と免震部材の性能に関する講習会
（建築家会館1階大ホール） 定員60名

3/17 通信理事会 約20名

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

7 

14 

21 

28

6 

13 

20 

27

6月

6/16 通信理事会 約20名

6/25 免震部建築施工管理技術者更新対象者へ更新案内送付

189名

は、行事予定日など行事予定表（2008年2月～6月）



新日鉄エンジニアリングの

免震シリーズ

■積層ゴム一体型免震Ｕ型ダンパー

従来の免震鋼棒ダンパーに比べ、降伏せん断力当たりの
価格が安く、経済的です。

積層ゴムアイレーターと一体にすることが可能です。
また、ダンパーのサイズ、本数や配置、組み合わせを選択できます。

免震U型ダンパーの360度すべての方向に対し、
ほぼ同等の履歴特性を示します。

地震後のダンパー部分の損傷程度を目視にて確認でき、点検が容易です。
また、万が一の地震後におけるダンパー交換も可能です。

■別置型免震U型ダンパー

免震Ｕ型ダンパー
低コスト

自由度

無方向性

メンテナンス

純度99.99％の純鉛を使用、数mmの変位から地震エネルギーを
吸収します。また800mm以上の大変形にも追随できます。

従来の径180の鉛ダンパーと比べ、２倍以上の降伏せん断力をもち、
経済的です。

地震後のダンパー交換も容易です。また変形した鉛ダンパーは
再加工後、再利用できるため、廃棄物になりません。

高品質

低コスト

メンテナンス

免震鉛ダンパー

強く、安く、扱いやすい
純鉛ダンパー

さまざまな設計・施工ニーズに
応える２タイプの免震Ｕ型ダンパー

■鉛ダンパー

〒100-8071 東京都千代田区大手町二丁目6番3号
問合せ先：03-3275-6667 0120-57-7815 http://www.nsc-eng.co.jp/
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I n f o r m a t i o n
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震大地震震に備える

免震建築の普及のため、建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
（約9分）

価格（税込） ： 会　員 ￥2,000
  非会員 ￥2,500
  アカデミー ￥1,500

発 行 日 ： 2005年8月

発 売 元 ： 社団法人日本免震構造協会

［日本語版］
価格（税込） ： 会　員 ￥1,500
  非会員 ￥2,000
  アカデミー ￥1,000

発 行 日 ： 2006年11月

価格（税込） ： 会員［特別価格］ ￥5,500
発 行 日 ： 2006年12月

［英語版］

国際委員会は2000年よりCIB（建築研究国際協議会）のTG44
（Performance Evaluation of Buildings with Response Control 
Devices）の活動もしておりましたが、今回その成果として免制
振に関する世界の現状を記した書籍がTaylor&Frances社より出
版されました。各国の技術基準比較と設計・解析方法などの紹
介、免震建物の地震応答観測結果、装置の紹介、各国の設計例
データシートなどが示されている。　　　　　　　　（英語版）

東京に何度も雪が降る今年の冬ですが、建材の

耐火認定問題や中国製冷凍ギョーザ中毒問題など

「安全性」への不安が「構造計算書偽造問題」に続

き起こってしまいました。これらの事も各自が役

割認識と責任を充分持って行動すれば起こらなか

ったことと思います。

巻頭言では、会誌始まって以来はじめて高齢化

社会問題が掲載されていますが、災害時に高齢者

の死亡者率が高く、設計に当たっても災害時の高

齢者避難等の対策を充分講じておく必要を感じま

した。

免震建築紹介では、防災拠点施設のほか市街地

中間層免震、構造計算書偽装関連建物の免震改修

と難しい条件を克服して設計されています。

免震建築訪問では、免震協会・作品賞を受賞し

た「味の素グループ高輪研修センター」を訪問し

ました。閑静な住宅地で地下鉄が横断している条

件下で軽快な鉄骨造とし旧建物の一部を復元され

た免震建物で印象的でした。今回の訪問取材を含

め編集WGは、岩下、加藤（直）、齊木、鳥居、中村

さんの5名の方々でした。御苦労様でした。

出版部会委員長　　加藤　晋平

編集後記
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